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日本企業に根づいたインセンティブシステムを振り返る
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  「私」 を動かす
インセンティブシステム

監修／西村孝史氏（徳島大学総合科学部准教授）
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私たちを動かすのは単純な報酬ではない、かも。
はじめに

恐縮だが、私事で始めさせていただく。私が卒

業した高校は、学園祭がとても盛んだった。3学

年24クラス対抗で、演劇、自作の楽曲のバンド

コンテスト、女装美人コンテスト、担任の似顔絵

展、巨大な造形などで賞を競い合った。

最初、クラスの全員で戦略会議的なものを開き、

基本的には得意分野を考慮して各人の役割を決め

る。たとえば私は美術部だったので担任の似顔絵

の描画、演劇の小道具づくり、果てはなぜかバン

ドコンテストのボーカル、というように、各人が

多くの役割をこなした。今思えば、仕事にも負け

ず劣らずの多忙ぶりだ。約1カ月、眠気と疲労と

戦いながら、生徒は朝から晩までこのイベントに

力を尽くすのである。

受験の閉塞感から逃避していたのかもしれない。

しかし、確実に私たちを動かすインセンティブシ

ステムがそこにあったのではないかと思う。学校

側は大きな予算を投じ、学園祭の期間、学業がお

ろそかになるのに目をつぶってまで「開拓者精神」

という校訓を生徒に擦り込み、受験戦争や人生を

仲間とともに乗り越える礎を作ろうとした。生徒

は表彰というわかりやすい栄誉だけでなく、達成

感、仲間意識、協働の喜び、成長実感といった数々

のインセンティブを得ようと、「開拓者」たるべ

く汗を流した。

日本企業では1990年代から、成果主義を中心

に欧米から輸入した報酬に直結するようなわかり

やすいインセンティブシステムを導入したが、企

業側の思惑通りに人は動かない。「『私』を動かす

インセンティブシステム」という本特集を作る過

程において、何度も高校時代のエピソードを思い

出し、私たちを動かすのはそれほど単純な報酬で

はないかもしれない、と考えた。

多くの企業が抱えるインセンティブシステムの

課題は何か。どうすれば組織の中の「私」を駆り

立て、目標に向かわせることができるのか。これ

らの問いに、取り組んでいく。

入倉由理子（本誌編集部）
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そもそも、インセンティブシステムとは何か。

日本企業に根づいてきたシステムの歴史を振り返り、

その特異性や、現在、企業が抱える問題点を探る。

日本企業に根づいた
インセンティブシステム
を振り返る

Text = 入倉由理子（6〜25P）　　Photo = 笹木 淳

そもそも、「インセンティブシス

テム」とは何か。神戸大学大学院経

営学研究科教授・坂下昭宣氏はその

著書『経営学への招待』（第３版）

の中で、インセンティブシステムを

「企業内の個々人を仕事行動に動機

づけていくためのシステム」であり、

「個人の仕事モチベーションを高め、

持続させるための組織的な仕組み」

と定義づける。

「インセンティブとは『報酬』とい

う意味です。インセンティブを与え

ることで、個人の仕事に対するモチ

ベーションを高めるのですが、その

ために企業は個人にとって魅力的な

報酬を把握し、それを個人の仕事努

力や業績にリンクさせなければなり

ません」と、坂下氏は話す。このよ

うに「報酬」という言葉を使うと、「給

銭や昇進への欲求を満たす。組織は

組織目標への貢献と交換にインセン

ティブを渡し、個人を動機づける。

一方、統合パラダイムは、組織目

標と個人目標を「統合」させること

が、モチベーションにつながるとい

う考え方だ。経営理念を個人に提示

し、その理念に個人が共感して自ら

の目標としてそれを受け入れる。あ

くまで一例であるが、坂下氏はこれ

を「理念的モチベーション」と呼ぶ。

個人は、組織目標であると同時に個

人目標でもある理念の実現に向けて、

強く動機づけられるというわけだ。

「交換」と「統合」の両輪 
による動機づけが重要

次ページの図は、経営管理システ

与」「賞与」「報奨金」など金銭に結

びつくもの、あるいは「昇進・昇格」

といった地位・ポストに関わるもの

を想起する人もいるだろう。しかし

日本企業においてはこれまで、「仕

事へのやりがい」や「自己実現」と

いった、数字では測りにくいものを

インセンティブとして位置づけ、機

能させてきたことも事実だ。

これらさまざまなインセンティブ

が個人のモチベーションを高め、持

続させる仕組みを、坂下氏は、「交

換パラダイム」と「統合パラダイム」

という２つの構造で説明する。

坂下氏の論はこうだ。交換パラダ

イムでは組織と個人の目標は一致し

ない。個人は業績を上げて組織目標

に貢献し、その対価として給与、地

位などのインセンティブを得て、金

個人にとって魅力的な報酬を把握し、
それを仕事への努力や業績にリンクさせる



6 O C T  - - -  N O V   2 0 0 9 O C T  - - -  N O V   2 0 0 9 �

日本企業に根づいたインセンティブシステムを振り返る S E C T I O N 1

6 O C T  - - -  N O V   2 0 0 9 O C T  - - -  N O V   2 0 0 9 �

ムの中で、個人の動機づけがどのよ

うに行われるかを概念化したものだ。

「人事の守備範囲は人事制度。しか

し経営管理システム全体を俯瞰し、

制度を設計、運用することが重要」

だと坂下氏は言う。「経営全体の中

での位置づけを理解していなければ、

制度に齟齬が起きかねません」

経営管理システムの出発点は経営

理念であり、それによって社会的ミ

ッションが表明される。経営理念が

戦略を決定づけ、それを遂行するた

めの組織構造が作られる。ここで組

織の形態、個人の職能や役割が決ま

る。組織構造を円滑に機能させる仕

組みが人事制度であり、特に業績・

評価とそれを報いる報酬システムに

よって個人を動機づけるのが、先に

述べた交換パラダイムだ。

坂下氏によれば、人事は戦略が要

請する組織構造、つまり個人の職能

や役割も意識しなければならない。

組織構造と業績・評価、報酬の仕組

みが一致しなければ、組織目標と個

人目標の等価交換が実現しにくい。

「たとえば、アメリカ企業の多くで

は職務内容は個人ごとに厳格に規定

されている。しかし、日本企業では

いう。ここではじめて、組織からの

メッセージは個人の目標として統合

され、理念的モチベーションとなる。

また、「交換パラダイムと統合パ

ラダイムの両輪で、個人を動機づけ

するのが望ましい」と坂下氏は言う。

「業績評価とそれに基づく報酬だけ

で動機づけを試みても、高い理想や

崇高な社会的ミッションを共有でき

ない組織は脆弱です。一方、高い理

想を掲げても、ある程度の報酬が保

障されなければ機能しないのです」

個人の仕事の領域があいまいな場合

がほとんどです。成果主義で個人を

評価し、それに基づいて報酬を決定

しようとしても、仕事の仕組みがチ

ーム単位で設計されていれば、機能

しないのは自明です」（坂下氏）

一方、統合パラダイムでは、動機

づけは経営理念から個人への直接的

な働きかけによって生じる。経営理

念を背景とした会社のミッションが

個人に受け入れられる結果、企業文

化として共有されることが重要だと

社会的ミッションの表明

企業文化
（経営理念）

経営理念の結果として戦略が生まれる、と
いうように、矢印の出発点に「原因」が
あり、向かう方向に「結果」がある。個
人が高い業績を上げるには、人事制度と
理念の両面からの動機づけが必要になる。

◆ 経営管理システムにおける個人への動機づけ

©Sakashita

経営基本方針
事業戦略

経営戦略

業 績

理念的統合パラダイムによる
理念的モチベーション

組織形態
役割（職能）システム

組織構造
（仕事の仕組み）

人事制度

業績評価システム
報酬システム
選抜システム
育成システム…

…

個 人

動機づけ
交換パラダイムによる
期待型モチベーション

神戸大学大学院経営学研究科　教授

Akinobu Sakashita_1970年神戸大
学経営学部卒業、73年同大学大学院
経営学研究科修士課程修了。87年に
著書『組織行動研究』（白桃書房、
85年）により、第3回組織学会賞を
受賞し、88年に神戸大学経営学博士
の学位を取得。現在、神戸大学大学
院経営学研究科教授。主な著書に『組
織シンボリズム論ー論点と方法ー』

（白桃書房）、『経営学への招待（第3
版）』（白桃書房）がある。

坂下昭宣氏
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前項で、インセンティブシステム

を機能させるためには、企業は個人

にとって魅力的な報酬を把握するこ

と、報酬を個人の仕事への努力や業

績にリンクさせなければならないと

いうことを理解した。つまり、まず

は人事が個人の欲求を把握すること

が重要になる。自社の従業員が何に

よって突き動かされ、仕事に、より

意欲的に向かうのか。ここではこの

個人の欲求について見ていく。

個人の欲求は金銭や評価を 
得るだけにとどまらない

インセンティブシステムを機能さ

せるには、受け取る個人側の欲求に

無頓着であってはならない。インセ

ンティブによって意欲を高め「協働」

を促すためには、人々が本来持つ欲

求を満たしながら動機づけを行わな

求める安全欲求、周囲との良好な人

間関係や組織に所属することを欲す

る社会的欲求、自己に対する自信や

評価、社会的な尊敬などを求める自

尊の欲求、そして最も高次な欲求で

ある自己実現の欲求という階層をな

して、人の欲求が形成されていると

いう理論だ。低位の欲求を満たすと、

次の上位欲求に向かうという。

また、マズローの理論を受け継ぎ、

人の欲求を存在欲求、関係欲求、成

長欲求の３つに分けたアルダーファ

ーのERG理論など、幅広い研究や

理論が登場してきた。

蔡氏は「これらの議論は経済的、

社会的、心理的欲求の３つの区分に

整理できると思います」と総括した。

まず、経済的な欲求は、人が快適

に住む、食べるといった生理的欲求

を満たすために必要な金銭的な報酬

に紐付く。

ければならない。では、人々はどの

ような欲求を持っているのか。

前項で述べたように、理念に基づ

く社会的ミッションが個人のインセ

ンティブとして成立することを鑑み

れば、個人の欲求があながち金銭や

評価を得る欲求だけにとどまらない

のは、容易に予測できる。

個人の欲求に関する 
研究を紐解く

組織行動論を研究する専修大学経

営学部教授・蔡 錫氏は、「人の欲

求に関する研究、議論は20世紀半ば

ごろから、本格的に始まりました」

と言う。代表的な研究ではマズロー

の欲求５段階説がある。これは、人

が生きていくために必要なものを欲

する生理的欲求をベースに、物理的

安全のほか雇用の安定、安心などを

個人の欲求は多様。それを刺激するには
金銭や評価を超えたインセンティブ設計が必要

専修大学経営学部　教授

In-Seok CHAE_1992年韓国・延世
大学にて経営学修士取得。93年日
本政府文部省（当時）国費留学生と
して来日。慶應義塾大学商学研究科
博士課程修了。専修大学准教授を経
て、2008年より現職。組織行動論、
人的資源管理論、産業・組織心理学
を専門としている。

蔡 錫氏
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社会的欲求には、なんらかの組織

や社会に所属し、そこで関係性を構

築していく欲求や自尊心を満足させ

る欲求などを含む。人は、快適な「場」

の雰囲気やコミュニケーション、ま

た、良好な人間関係の構築を求める。

一方、組織や社会の中の他者と比較

し、そこの中で自らは意義のある存

在なのか、価値ある貢献ができる存

在なのか、正しい評価がなされてい

るかを常に確認、把握する自尊心へ

の欲求もある。

そして、心理的欲求には、達成感

や成就欲、成長意欲や自己実現欲求

のほか、幸福感や心地よい感情の中

で暮らしたいといった気持ちが関わ

ってくる。

個人の欲求を満たすために 
組織に求めるものは幅広い

個人の欲求を満たす場は組織に限

らず、家庭や地域のコミュニティ、

そしてインターネット上の仮想ネッ

トワークまでさまざまある。では、

個人の持つ欲求を満たすために、所

属する組織に何を求めるだろうか。

経済的な欲求の中では、給与や賞

与などの報酬に加え、年金制度や健

康保険制度など、その人が長い将来

にわたって、安心して暮らせる仕組

みを求める人も多いだろう。

また、社会的欲求では、他者との

す」（蔡氏）

また、企業の理念や戦略、組織文

化や価値観なども、心理的欲求に大

きく関わってくる。自分の価値観と

組織の価値観、企業が追求する社会

的ミッションに関する納得性などは、

その組織で自分の夢や希望を実現で

きるという確信を人々に与えるだろ

う。これは、前項で述べた「統合パ

ラダイム」の重要性とも一致すると

ころである。

さらに加えるならば、快適な職場、

良好な人間関係のためのワークプレ

イスマネジメントも、個人が組織に

求めることの１つである。

インセンティブ設計に 
個人の幸せをどう組み込むか

人事の役割の１つを従業員のモチ

ベーションを高めることに置くのだ

とすれば、自社の従業員の欲求を理

解し、それを満足させるインセンテ

ィブシステムを設計しなければなら

ない。

既述のように、個人の欲求は多様

であり、それを刺激するには金銭や

評価といった一般にいわれるインセ

ンティブを超えて、ワークプレイス

やワークライフバランス、仕事の配

分や組織文化といった領域で、イン

センティブになりうるものを検討し

なければならないことが見えてくる。

比較、関係性の中での自分の一定の

地位を確保したいという欲求が働く

はずだ。つまり、昇進・昇格を求め

るのも、この欲求を背景とするとい

えるだろう。

「注目すべきは、従業員が生活人と

して、組織以外の場での関係性を充

実させるため、組織にワークライフ

バランス施策を求めるケースが出て

きたことです。こうした個人の欲求

の多様化を、組織が無視することは

今後ますます難しくなるでしょう」

（蔡氏）

達成感や成長実感を 
満たしたいという欲求も

心理的欲求の枠組みでは、組織に

求めることはさらに幅広くなる。

「達成感や成長欲求を満たすために、

教育訓練や適正な評価、キャリア開

発を求めます。さらに人事制度が提

供するものにとどまらず、自分の仕

事が価値あるもので、しかも自分が

好きな仕事ができる状態も欲するで

しょう。そして自らの貢献に対する

正当な評価のフィードバックという

形で、よりレベルの高い仕事、充実

感のある仕事への欲求も高まります。

これらが実現できる環境があれば、

仕事を通じて達成感を味わい、自分

の成長を実感するという心理的欲求

を満たすことにつながっていくので
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ここで一度、日本、そして日本企

業で機能してきたインセンティブシ

ステムを振り返っておく。終身雇用、

年功制という日本的経営、そしてイ

ンセンティブシステムがいかにして

育まれたのか、その特異性は何か、

そしてそれがバブル期まで継続した

ものの崩壊していった意味を、一橋

大学名誉教授・鈴木良隆氏の導きに

よって探る。

平等主義を礎とした 
長期雇用、年功型

「長く日本で続いたインセンティブ

システムの１つに、年功制がありま

す。これはよく、年齢を重ねれば重

ねるほど給与が上がる仕組みといわ

れますが、どちらかといえば、一種

の『平等主義』だと私はとらえてい

ます」

と、鈴木氏は話す。ここでいう平

等主義とは、同じグループに括った

人を、同じような報酬、待遇で処遇

することだ。そして、平等主義は、

日本固有の原理ではないという。

「近代以前の社会はどこでも地縁的

コミュニティに基づいていましたが、

そこでは内部の人間が経済的に不平

等にならないような仕組みが働いて

いました。コミュニティは、市場や

組織と並ぶ資源配分の制度です。日

本の特異な点を挙げるとするならば、

に自信のある人は、会社など信用せ

ず、自分たちで住宅組合や保険など

自助組織を作りました。しかし日本

では会社はコミュニティですから、

あまり抵抗感を持たず、ごく自然に

皆に受け入れられ、インセンティブ

の１つとして機能するようになった

のでしょう」（鈴木氏）

２つのインセンティブ 
システムが常に存在

ただし日本企業の平等主義には、

ある種の「からくり」がある。企業

には常に２種類の従業員が存在し、

そのために２つのインセンティブシ

ステムが存在することになったので

ある。

戦前の工場の工員に対するインセ

ンティブシステムは既述の通りだが、

当時、「職員」という工員よりも高

い身分の階層が存在した。彼らの多

くは中等、ときには高等教育を受け

ていた。しかし、職員は工員ほど需

給が逼迫することはなく、長期雇用

でもなかった。初任給こそ出身校が

どこかで決まったが、その後は実力

主義だった。

その後、第二次大戦中に国民が一

つになって戦う必要性から、一方で

は労働力不足により学徒、つまり将

来の職員が工員のように工場で働か

ざるを得ない必要性から、職員、工

そのコミュニティの原理が、1890年

代に誕生した近代企業に入ってきた

ことです」（鈴木氏）

年功制では、年齢という同じ区分

に属する人の賃金や職位を、同じよ

うなスピードで上げていく。基本的

には追い越されることがなく、「長

期雇用を前提とした日本の社会では、

一種のインセンティブとなりえた」

（鈴木氏）のである。

では平等主義を礎に、なぜ、日本

企業では年功制や長期雇用の仕組み

が生まれたのだろうか。

「インセンティブシステムが形成さ

れた明治末期は、景気の激しい循環

もありましたが、飛躍的な産業発展

の時代でした。特に、繊維産業や重

工業などで、工場で働く工員が急激、

かつ大量に必要となり、人材需給の

逼迫から、工員の定着のために長期

勤続者が有利になるようなインセン

ティブシステムを構築したのが始ま

りです」（鈴木氏）

その後、化学や鉄鋼など技術の高

度化に伴い、企業特殊熟練の育成が

必要になり、企業内への囲い込みが

進む。これも長期雇用を前提とした

インセンティブシステムが強固なも

のとなった一因といえる。

「福利厚生も、そんな時代背景の中

で定着しました。そもそもはヨーロ

ッパの温情主義や人道主義から生ま

れたものですが、ヨーロッパでは腕

長期雇用、年功型は80年間続いた
合理的なインセンティブシステムだった
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員という２つの身分は意味を失って

いった。しかし今度は本工と臨時工、

男性と女性、正社員と非正社員など、

別の区分を企業の中に持つことにな

った。この理由について鈴木氏は、

「２つの仕組みを持たなければ、平

等主義のもと、すべての従業員を同

じ処遇にすることができなかった」

と指摘する。つまり、２種類の従業

員のうちの一方を「社外」のものと

して「社内」のインセンティブシス

テムから外すことで、「社内」とい

うグループに所属する人々の処遇を

守ってきたということだ。

「常に２種類の従業員がいて、その

区分が機能しなくなると、結局はま

た他の区分を生む。その繰り返しの

ような気がします。正社員、非正社

員という区分は、企業の中で問題が

既に生じています。この区分がなく

なる時期はいずれ来ると思いますが、

平等主義に基づく長期雇用を前提と

する以上、日本企業はまた、何らか

の区分を作り出すかもしれません」

（鈴木氏）

こうして戦前に誕生したインセン

ティブシステムの大きな枠組みは、

バブル崩壊以前も、能率給など成

果主義的なインセンティブシステム

が導入されようとしたことは何度も

あった。しかし、結果的には平等主

義的な職能給に収斂していった。

「成果主義は、自分たちのやり方に

自信を失ったときに試みられており、

また技術の仕組みが大きく変化した

ときには若手従業員にも成果主義を

歓迎するむきがあった。それが根づ

かなかったのは、人材の調達、熟練

の形成、仕事の分担など、雇用関係

を構成するサブシステムの中で、業

績評価の仕方だけベクトルを変える

ことができなかったということで

す」（鈴木氏）

1980年代後半まで、世界の中でも

日本企業は大きな存在感を持ってい

た。「日本企業のインセンティブシ

ステムが成長の時代、そして日本人

の考えともマッチしていたのではな

いか」と鈴木氏は分析する。

誤解を恐れずにいえば、インセン

ティブシステムの再構築が、日本企

業の存在感をもう一度、高めること

につながる可能性は決してゼロでは

ない。

バブル崩壊前の1980年代後半まで

変化することはなかった。そんな中、

戦後に起こったこととして特記すべ

きは従業員の間に「仕事への深いコ

ミットメント」が醸成されたことで

ある。これは、日本企業の強さの源

の１つであり、また、平等主義や長

期雇用の上に成り立っていたインセ

ンティブシステムと無縁ではない。

長期雇用を背景に誕生した 
仕事へのコミットメント

「集団での仕事へのコミットメント

には、部門、部署では短期的な業績

目標があっても、個人評価は長いタ

ームで行っていたことが欠かせない

要因だったと思います。たとえ部下

に仕事を教えても、また、個人の評

価を省みずチームワークに集中して

いたとしても、年功制のもとでは、

賃金もポストも部下に追い越される

ことはありません。その前提の中で、

戦後の欧米に追いつけ、追い越せと

いう機運に乗って、仕事へのコミッ

トメントが生まれたのでしょう」（鈴

木氏）

一橋大学　名誉教授

Yoshitaka Suzuki_一橋大学大学院
商学研究科教授を2008年退任、名
誉教授に。現在、渋沢栄一記念財団
寄附講座担当。主な著作にJapanese 
Management Structures 1920-80 
(Macmillan)、『ビジネスの歴史』（共
著、有斐閣）、『MBAのための日本
経営史』（共著、有斐閣）がある。

鈴木良隆氏
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1980年代後半のバブル崩壊以前

までの約80年間、平等主義、長期雇

用を礎とした日本企業のインセンテ

ィブシステムが機能していたことを

前項で見てきた。しかし、バブル崩

壊以降、それは大きな齟齬を来し、

機能不全を起こしたように、多くの

人が感じているはずだ。

歴史を振り返ってみると、バブル

崩壊以降、長い低成長時代に突入し、

それまでの職能主義、年功序列型賃

金を維持できなくなった企業は、こ

ぞって成果主義の導入を決めた。今、

多くのマスコミで「成果主義は失敗

だった」という論調で語られ、いわ

ば「日本企業凋落の戦犯」のような

扱いを受けている。しかし、成果主

義というインセンティブシステムそ

のものが、問題の本質だったのだろ

うか。この疑問に対して、東京大学

社会科学研究所教授・佐藤博樹氏は、

「本質を見誤ってはならない」と警

鐘を鳴らす。

社員の価値観を無視した 
インセンティブは意味がない

「インセンティブシステムとは、社

員に期待する職務行動を引き出し、

意欲的に取り組ませる仕組みです。

『意欲的』とはなかなか定義が難し

い。基本的にはその人の能力によっ

て、パフォーマンスの幅は決まって

果追求……。成果主義の失敗の論点

をこのような言葉で語る人は少なく

ない。

「しかし、会社が個人プレーで高い

パフォーマンスを挙げてほしい、短

期的な売り上げ拡大を目指してほし

い、という職務行動を期待するなら

ば、あるいは、個人プレーや個人業

績の評価を求める社員が多いのであ

れば、それが問題だったとはいえな

いはずです」（佐藤氏）

成果主義を狭義でとらえ、短期的

な業績を成果とし、それを評価する

仕組みだとするならば、年功的な職

能制度で膨れ上がった人件費を、低

成長時代に合わせて圧縮するという

意味においては目的合理性が高かっ

たといえる。

では、問題の本質は何か。結局は

成果主義の失敗も、先に挙げた「期

待する職務行動を誘発するインセン

ティブシステムではない」「社員の

価値観に合っていない」ということ

に尽きる。

まず、なぜ期待する職務行動を引

き出せなかったのだろうか。

「期待する職務行動を明確に打ち出

したら、それを評価し、それをイン

センティブにリンクさせなければな

りません。この単純な仕組みが、多

くの企業で機能していなかったと考

えられます」（佐藤氏）

成果の測り方はいろいろある。先

しまいますが、その最大の値を引き

出す行動を取っている状態が『意欲

的である状態』だと考えられます。

社員に与えるインセンティブは期待

する行動を引き出さなければ意味が

なく、どの会社にも共通で、唯一の

ものではないということです」

と、佐藤氏は話す。その企業にお

いて、どのような行動を取ってほし

いかによって、有効なインセンティ

ブが決まるというわけだ。加えて、

「社員の価値観」を無視して決めた

インセンティブにも意味がない、と

も指摘する。

「お金に価値観を見出す社員が少な

いのに、高額の給与を与える仕組み

を作ったところで機能しません。つ

まり、社員の価値観に沿って、彼ら

の意欲を引き出せるものでなければ

ならないということです」

すると、インセンティブシステム

が機能しない原因は、「期待する職

務行動を誘発するインセンティブシ

ステムではない」「社員の価値観に

合っていない」という２つに集約さ

れると考えられる。この視点でとら

えると、成果主義を導入した企業の

失敗の本質が見えてくる。

期待する職務行動と報酬が 
リンクできなかった

行きすぎた個人評価、短期的な成

バブル崩壊以降の企業の課題の本質を
成果主義に求めてはならない
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に挙げたような売り上げ・利益の数

字はわかりやすい指標だが、他にも

能力を高めたことを成果としたり、

チームプレーや部下の育成を評価し

たりと、企業によって期待する成果

は異なるはずだ。

いずれにしても、その望ましい職

務行動やそれによって得られる成果

について、社員が納得感が持てる評

価をし、インセンティブにリンクさ

せなければならない。しかし、それ

まで集団でコミットメントを引き出

し、集団の成果を評価する日本の仕

事の仕組みの中では、個人を評価し、

報酬にリンクさせることが困難だっ

たといえよう。

短期・個人評価で置き去りに 
なった能力開発の視点

成果主義そのものに失敗の本質が

あるわけではないと述べたが、「個

人評価、短期的な業績評価を導入す

ることは、日本企業にとって問題を

残したかもしれない」と、佐藤氏は

指摘する。

「企業の中枢を担う、あるいは競争

るように機能しないもう１つの原因

は、社員の価値観を反映していない

ことだと既に述べた。この問題は、

組織で働く個人の属性がより多様化

していくことで、ますます難しくな

っているといえよう。

バブル崩壊以降、非正規社員が増

えたことは周知の通りである。また、

少子高齢化に伴い、女性や高齢者の

活用も叫ばれるようになった。この

ような背景があって、かつての大卒・

男性という単一の人材ポートフォリ

オの、単一の価値観を把握するだけ

では、有効なインセンティブシステ

ムを設計することが困難になってい

るのだ。

「さらに近年は、仕事に関わるイン

センティブのみではなく、育児や家

事、趣味とのバランス、つまりワー

クライフバランスに関わるインセン

ティブを求める人が多く出てきまし

た。女性だけでなく、男性も仕事以

外の生活、趣味を充実させたいとい

う志向の人は、決して少なくありま

せん。今後はここも意識したインセ

ンティブシステムの設計が求められ

るでしょう」（佐藤氏）

優位性を担保する人材を育成しよう

とするならば、能力開発という指標

を評価に入れておかなければなりま

せん。しかし、個人の短期的な業績

評価に振り切った企業では、部下や

後輩の育成をムダととらえる社員が

出てきてしまいました。結果、若手

人材の育成が置き去りにされたとい

うわけです」（佐藤氏）

また、初期の育成期間から短期的

な業績目標を持たされたために、長

期的な視点で能力開発をしていこう

という意識が、上司にも若手人材側

にも抜け落ちてしまった。キャリア

の初期に成果主義を入れることは、

外部労働市場が発達しておらず、中

途採用だけで核となる人材をまかな

うことが難しい日本企業にとっては、

失敗だったといえそうだ。これは業

績評価と報酬、人材育成、人材の調

達の仕組みが、齟齬を起こした１つ

の例である。

インセンティブの問題を 
より難しくする多様性

インセンティブシステムが期待す

東京大学社会科学研究所　
日本社会研究情報センター　教授

Hiroki Sato_ 1981年一橋大学大学
院社会学研究科博士課程単位修得退
学。81年雇用職業総合研究所（現
労働政策研究・研修機構）研究員。
83年法政大学大原社会問題研究所
助教授。91年法政大学経営学部教授。
96年より現職。著書に『人を活か
す企業が伸びる　人事戦略としての
ワーク・ライフ・バランス』（共編著、
勁草書房）、『パート・契約・派遣・
請負の人材活用（第2版）』（編著、
日経文庫）などがある。

佐藤博樹氏
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前項で述べた個人を短期的な業績

で評価する成果主義は、日本ではう

まく機能していないととらえる場合

が多いが、その「本家本元」である

欧米企業では、個人を動機づけする

インセンティブシステムとして当然

のように機能している。ここでは欧

米企業と日本企業において、インセ

ンティブシステムにどのような違い

があるのか、東京理科大学経営学部

准教授・竹内規彦氏に聞いた。そこ

から日本企業が抱えるインセンティ

ブシステムの問題点を探っていく。

欧米企業との大きな差は 
メッセージの強さ

「人事制度そのものに問題があるか

どうか、というよりは、まず経営の

理念やビジョンがメッセージとして

従業員に強く伝わっているか。日本

企業と欧米企業の違いを大括りでと

らえたとき、ここに違いが出てきて

いるのではないかと思います」

と、竹内氏は話す。「人事制度そ

のものに、さほど大きな違いは今や

ないのではないか」（竹内氏）とも

いう。その理由は、高業績をもたら

す人材マネジメント（以下、HRM）

システムやパッケージが欧米で研究

しつくされ、1990年代以降、日本に

もベストプラクティスとして流入し

てきた。「各国で独自のものが乱立

いまいさが少なければ少ないほど、

個人は組織の目標、理念と関連づけ

て行動できる。

「たとえHRM施策が同じだとして

も、それがどう伝わるかによって、

人が期待する方向に動くのか、ある

いはただ制度があるだけに終わって

しまうのか、という差につながって

くるのです」（竹内氏）

日本企業の場合、理念が企業経営

の礎として強くあり、また、HRM

施策もそれなりに充実している。

「しかし、理念とHRM施策の結び

つきが明確でなく、会社が期待する

人材像というメッセージが従業員に

は読み取りにくい。本来であれば、

HRM施策は理念と従業員の『接着

剤』のような役割を果たすべきなの

に、残念ながら日本企業の多くはそ

うなっていないのではないでしょう

か」（竹内氏）

創業時の理念と 
現在のHRM施策の乖離

では、なぜHRM施策が「接着剤」

として機能していないのか。

「さまざまな理由があると思います。

１つは、かつて日本的経営の形成期、

あるいは隆盛期に創業者が描いた理

念と、1990年代以降に入ってきた欧

米流のHRM施策がマッチしなかっ

たことが挙げられると思います。経

しているというよりは、世界的に１

つの方向に収斂している」（竹内氏）

という。日本企業が海外の企業を「模

範」とし、こぞって「成果主義」と

いう名のシステム、あるいはパッケ

ージを導入したのは、既述の通りだ。

しかし、ここで問題となるのが、

「企業から経営のビジョンを伝える

メッセージが、その導入した制度を

通じてしっかり伝わっているかどう

か」（竹内氏）である。

HRM施策は経営と個人を 
つなぐ「接着剤」であるべき

「最近のHRM研究のテーマの中で

主流となっているのが『ブラックボ

ックス』に関する議論です。どのよ

うなHRM施策が、組織や個人に高

いパフォーマンスをもたらすのか、

その間にある因果関係を解き明かそ

うとする動きです。そのうちの１つ

がボウェンとオストロフが2004年、

アメリカ経営学会誌（Academy of 

Management Review）で発表した

論文です」（竹内氏）

ボウェンとオストロフの主張では、

HRM施策が業績に効果的か、企業

の競争力に寄与しているかどうかは、

経営からのメッセージの強さ、明確

性が影響するのだという。個人とし

て、あるいはチームとして何を期待

され、何をしたら報われるのか。あ

HRM施策が経営者と個人をつなぐ
「接着剤」として機能しているか
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営者も既に２代目、３代目と変わっ

ており、理念とHRM施策の不一致

に気づいていない可能性はあるでし

ょう」（竹内氏）

欧米企業ももちろん、創業者から

別の経営者にバトンは渡される。し

かし、日本企業よりも長期のターム

で理念を持つというよりは、短期の

利益追求が基本的な目標として掲げ

られている場合が多く、経営者が変

わっても、HRM施策に大きな影響

が出ることは少ない、と竹内氏は指

摘する。

「さらに、短期の利益追求が個人の

業績目標にリンクし、その達成によ

って支払われる報酬の傾斜がとても

大きい。何をすればどれだけ報われ

るかがダイレクトに伝わるから、個

人が期待する行動に向かいやすいの

です。日本は報酬の傾斜が非常に緩

やかなので、その分、メッセージが

伝わりにくい面もあるでしょう」（竹

内氏）

もちろん竹内氏は、極端な成果主

義を導入し、欧米型の報酬の傾斜配

分の大きさを、そのまま日本企業に

適用すれば劇的に変わる、という短

いのであれば、日本型の高コミット

メントモデルを模索することです」

（竹内氏）

1970年代、80年代に日本企業が

グローバルなフィールドで大きな影

響力を持ち始めたころ、アメリカで

日本企業を手本にした「高コミット

メントモデル」の研究が盛んだった

という。この理論においては、従業

員の「コミットする対象」が明確で

あることが問われる。

70年代、80年代といえば、日本の

カリスマ経営者が活躍した時代でも

ある。

「たとえ成果による賃金の傾斜配分

が緩やかだったとしても、創業者の

カリスマ性、成功体験、力強いメッ

セージから生み出される価値観、目

標、規範といったものにモチベート

されて、意欲的に働こうとする人は

多かったのではないでしょうか。『働

きがいの追求』というと、古臭い感

じがするかもしれませんが、それも

含めて『当社は何によって従業員を

コミットさせるのか』をあらためて

検討する時期なのかもしれません」

（竹内氏）

絡的な話をしているのではない。個

人、短期的な業績目標の追求という

仕組みが、日本企業で機能しにくい

のは、私たちも既に前項で見てきた

通りである。

「経営トップが『当社はチームでの

業績を追求する』と明言し、それに

合わせて報酬に差をつけないHRM

施策を取るという考え方もあります。

これはこれで機能しますが、報酬に

差をつけることなく、どのようにし

て従業員をモチベートしていくか、

そしてその企業ならではの競争優位

を作っていくのか、知恵を絞らなけ

ればなりません」（竹内氏）

「日本型」をいかに 
模索していくのか

竹内氏は、「日本企業の中で有効

に機能するインセンティブシステム

を作る道は、大きく分けて２つある」

と話す。

「１つはメッセージを報酬にダイレ

クトに反映させるインセンティブシ

ステムを入れ、仕事の仕組みもそれ

に準じて変えること。これができな

東京理科大学経営学部経営学科　
准教授

Norihiko Takeuchi_2003年名古屋
大学大学院国際開発研究科国際開発
専攻博士後期課程修了。愛知学院大
学経営学部専任講師、東京理科大学
経営学部専任講師を経て、 07年よ
り現職。専門は、人的資源管理論・
組織行動論。International Journal 
of Human Resource Management 
誌などに論文多数。

竹内規彦氏
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ここまで見てくると、日本企業の場合、いわゆる報酬だけを

インセンティブシステムととらえるだけでは限界があるようだ。

日本企業の従業員一人ひとり、つまりは「私」を動かすインセンティブシステム

のあり方を、ワークス独自に考える。

経営ビジョンと「私」をつなぐ
インセンティブシステムとは

SECTION１では、人の欲求、歴

史、欧米との比較など、さまざまな

側面から日本企業のインセンティブ

システムに光を当てた。これも６ペ

ージで既に見たことだが、経営学に

よる正確な認識では、インセンティ

ブシステムとは報酬システムにほか

ならない。しかし私たちは、単に報

酬システムととらえるだけでは従業

員の欲求を刺激し、期待する職務行

動を取ってもらうには不十分なので

はないか、という実感を持っている。

「個人」のインセンティブを 
設計しにくい

その理由を挙げてみよう。

ダイム』が機能していたことで、比

較的うまくやってきた企業は多い」

という神戸大学・坂下昭宣氏の指摘

もある。この統合パラダイムが日本

企業にとって重要な意味を持つので

あれば、経営理念、ビジョンとイン

センティブシステムの結びつきをも

う一度見直す必要があるだろう。

そして、やはり個人の欲求という

視点は無視できない。仕事へのコミ

ットメント、働きがいが日本企業の

強さの源泉であったことは、一橋大

学・鈴木良隆氏、東京理科大学・竹

内規彦氏ともに強調している。これ

までも単に金銭やポストだけを求め

る人ばかりではなかったことを示し

ているが、さらに今後はワークライ

まず、経営戦略と組織構造、仕事

の仕組みが、個人のインセンティブ、

つまりは報酬と合致しにくい問題が

ある。典型的には、業績評価とそれ

に結びつく報酬の仕組みが個人ごと

に設計されていたとしても、職務内

容や期待する成果が個人のレベルに

分解されていなければ、納得感の高

いインセンティブシステムを作るこ

とができない、という例が挙げられ

る。これについていうならば、イン

センティブシステムを設計する際に、

少なくとも、組織や個人の役割を決

定づける組織構造まで、人事が視野

に入れることが重要になってくる。

また、「日本企業は理念と自らの

仕事の目的を結びつける『統合パラ

生産性の高い人材と社員の働きがいを
組み込んだシステムをいかに作るか

経営システム全体をインセンティブ
システムとしてとらえ直す
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フバランスも含め、多様化する個人

の欲求をどのようにインセンティブ

システムに取り入れていくのか、こ

れもまた、重要なテーマであろう。

そこで、今回、私たちは専修大学・

蔡氏、徳島大学・西村孝史氏に協力

いただき、企業の経営システムすべ

てをインセンティブシステムととら

え、構造化することを試みた。この

構造の詳細は、次ページの図をご覧

いただきたいが、経営ビジョン、組

織文化を起点とし、ここから生まれ

る経営戦略や組織構造、人材マネジ

メント（HRM）システム、そして

人事制度がすべて、「私」という個

人を動かす「インセンティブ」にな

りうるという発想である。

基本的には、７ページで示した坂

下氏に提示いただいたモデルと大き

な違いはない。最も大きな違いは、

坂下氏がインセンティブシステムを

「報酬システム」と経営学の正しい

理論をもとに定義づけているのに対

し、私たちは経営管理システム全体

が人々の欲求と動機づけに関わると、

より広くとらえている点である。

この構造を用いると、日本企業の

ように複雑な歴史や仕組みを持つ会

社の場合、報酬システムの変更だけ

で人を期待する行動へと動かすこと

には無理が生じたり、一部の人事制

度に手を加えることで全体に齟齬が

生じたりという、機能不全が起きる

理由が見えてくると考えた。

すべての階層が 
個人に影響をもたらすシステム

経営システム全体をインセンティ

を投入していく価値があるのかどう

か」を左右する材料になるからだ。

さらにその下部構造に「サブシス

テム」がある。HRMの領域のサブ

システムには、能力開発、業績評価、

昇進・昇格、報酬システムなどがあ

る。既に見てきたように個人へのイ

ンセンティブとして最も影響が大き

いのは業績評価とそれに基づく報酬

システムである。しかし、能力開発

の仕組みは個人がどうありたいかを

提示し、また、福利厚生は会社が社

員をどうとらえ、何を提供するのか

を表していると考えれば、社員が持

つ欲求を十分刺激する。経営戦略の

領域では成長戦略、事業戦略などが、

組織構造では組織の役割や機能、そ

れに基づいた個人の職務分担、職務

の進め方などが、サブシステムの位

置づけとして考えられる。後者は特

に、成果主義で業績評価や報酬シス

テムを個人ごとに設計したにもかか

わらず、職務設計は個人までブレイ

クダウンしておらず、モチベーショ

ンダウンを招いたという例を見れば、

個人の動機づけに関わるインセンテ

ィブの１つになりうるといえるだろ

う。

日々の関心事は 
ワークプレイスにある

一番下には、システム全体を支え

るようにワークプレイスがアクティ

ブに動く。この中に上司や同僚、顧

客との関係、仕事の現場があり、教

育訓練や評価などの制度が実際に運

用されている場がある。「この場で、

日々、最も大きなインセンティブが

ブシステムととらえた場合、その基

本的な構造はこうである。まずは経

営理念やビジョン、組織文化を起点

にする。ここでは社会や社内に対し

て、「当社はこのような社会的使命の

ためにこのような事業活動をする」

とミッションを表明する。経営ビジ

ョンは組織文化を決定づけ、組織文

化が経営ビジョンに影響を与えるこ

ともある。坂下氏によれば、「組織

文化とは、経営ビジョンによって表明

された社会的ミッションが、働く個

人によって受け入れられ、それが個

人の価値観として共有されたもの」

であり、必ず相互に影響し合って、

経営の起点となり、また礎となる。

これが働く個人の欲求や動機づけに

大きく関わるのは、坂下氏のいう統

合パラダイムによって説明がつく。

そして経営ビジョンを実現するた

めの大きな「設計図」を描くのが経

営戦略、組織構造、そして人材マネ

ジメント（以下、HRM）戦略である。

経営が「戦略を立て、組織を作り、

人を動かすもの」（坂下氏）である

とするならば、この層は経営の本丸

と考えられる。HRMの領域でいえ

ば、HRMフィロソフィーやHRMポ

リシーもここで決まり、経営の大き

な方針もここで決まる。そうした会

社の大きな戦略や人に対する考え方

も「働く人々が毎日意識するもので

はないはずだが、広い意味ではイン

センティブになりうる」（蔡氏）だ

ろう。たとえば技術開発に今後重き

を置いていくのか、技術を背景とし

たサービスプロバイダとしてやって

いくのかという大きな方針の違いは、

「自分がそこに意欲的に時間と労力
＊本文20ページに続く



出典：専修大学・蔡 錫
氏、徳島大学・西村孝史氏、
および編集部にて作成
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「私」を動かすインセンティブシステム

部署の関係

上司との関係

同期・同僚との
関係

一方的なメッセージの発信ではなく
相互に影響を与え合う

経営システム・組織文化に始まる４つの大きな層からな
るインセンティブシステムは、上からメッセージが発せ
られ、それが個人に届いて動かす、というモデルではない。
相互に関連し合い、影響を与え合う。現場で働く個人が
何に動機づけられるか、また、社会との接点からどんな
使命を感じるかによって、上の階層の定義を変えていく
可能性も多分に含んでいる。

人

人

人 「私」

人人

人

人

人

経営ビジョンに基づき、経営、組織、人材の大き
な戦略を作る階層だ。３つの要素が相互に密接な
関連を持ち、ここからサブシステムにつながるこ
とを考えれば、それぞれに齟齬があれば、個人に
届くメッセージもバラバラになってしまう。ここ
で生まれた戦略が会社の方針として個人に発信さ
れ、その方針へのフィット感があれば、個人のイ
ンセンティブとして働く。

大きな方針が、個人の会社への
フィット感を決定づける

経営ビジョンを起点にする３つの階層から影響を
受けたワークプレイスに身を置く個人が、「この
会社で自らのキャリアを構築していこう」という

「覚悟」が人を意欲的な職務行動に駆り立てる、
とも考えられる。会社のインセンティブシステム
を統合し、自らの中に個人が確立するキャリアも、
個人のインセンティブの大きな要素だ。

自らの中に自分で生み出す
インセンティブ、「キャリア」

のキャリア「私」

個人の動機づけに最も大きな影響力を持ち、
ここでの人間関係や人事制度の運用、実際に
行われる能力開発などがインセンティブにな
りうる。ここに人事がどのように介入するか
は後段に譲るが、上の3層や傍らにあるプラ
イベートライフから影響を受けた個人、個人
の関係性や、職務の内容、将来への期待が、
結局は「私」を突き動かすことになる。

人間関係や制度の実際の運用が
直接、個人を動かすエンジン

▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲▲▲▲
▲

▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
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短期報奨

能力開発

昇格・配置

評価・報酬 福利厚生

プライベート
ライフ

ワークプレイス

HRM

経営戦略組織構造

経営ビジョン

組織文化
経営システムの起点であると同時に、インセ
ンティブシステムの起点でもある。経営ビジ
ョンという社会的ミッションを発信すること
により、それが経営戦略や組織構造、HRM戦
略に結びつくだけでなく、個人の目標や働き
がいにもつながる。組織文化が経営ビジョン
を受け入れたことによる価値の共有とするな
らば、個人の価値観が生まれるワークプレイ
スの影響を、この階層が受けることもある。

社会的ミッションの発信により、
すべての階層のあり方を定義

近年、動機づけの研究において、ワークラ
イフバランスの視点が持ち込まれるように
なってきた。個人の志向の多様化により、

「仕事」だけをインセンティブの対象とし
て考えるのでは不十分、という発想だ。イ
ンセンティブ設計をするうえでも、育児、
趣味、学びなど、プライベートな時間を大
切にする制度、仕組みの構築が求められる。

プライベートな時間を大切に
できるかどうかという視点も重視

人事制度や事業戦略、組織ごとの機能・職
務配分など、個人が働くうえでの「司令塔」
となる階層だ。それだけに個人の意欲に与
える影響は大きい。ここに挙げた項目は一
例であり、企業によって異なるが、業績評
価システム、報酬システムだけでなく、「こ
の会社に自分の時間と能力を投入する価値
があるか。どれだけ意欲的に取り組むか」
を決定づける要因としては、能力開発や昇
格・配置、福利厚生などの長期的な視点も、
インセンティブ設計には重要だ。

業績評価や報酬以外も個人の
インセンティブになりうる
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日本企業の多くは、1990年代以

降、低成長、少子高齢化といった外

部環境の変化によって、さまざまな

戦略変更、人事制度の変更を余儀な

くされてきた。急激な変化への対応

のために、言葉を選ばずにいえば、

ときに場当たり的だったり、部分最

どこでどんな不具合が起こっている

かを確認すべき」と、蔡氏は話す。

「人の体も、コンピュータのシステ

ムも、全体のバランスが悪く、フィ

ットしていなければ必ず不具合が起

こります。そうしたとき、不具合が

起こっているところをチェックして、

適に陥ったりしていたことも少なく

ないはずだ。そうであれば、「イン

センティブシステム全体が齟齬を来

し、社員を期待する行動へと導いて

いない状態にあるかもしれない」と

疑ってみることも大事だろう。

「齟齬を来しているかを知るには、

生まれている」と蔡氏は話す。

「毎日、個人が働く中で人事制度そ

のものをどのくらい意識するでしょ

うか。どのくらいの人々がうちの組

織構造はこうだから仕事がやりやす

いと思うでしょうか。経営理念は自

分の考えと合っていると思いながら

働くでしょうか……。これらを『毎

日』感じている人は、実際には少な

いはずです。むしろ上司との関係が

悪ければ意欲的に働けないし、目の

前の仕事が自分のやりたい仕事と一

致していれば、やる気は高まるでし

ょう。日々の関心事は、ワークプレ

イスにある『現場』なのです」（蔡氏）

そして、もう１つ忘れてはならな

い要素がある。それはワークプレイ

スの傍らに横たわる個人の「プライ

ベートライフ」である。

「仕事における動機づけ、インセン

ティブという研究領域において、こ

れまで個人のプライベートライフの

議論があまりなされてきませんでし

た。しかし、毎日の仕事は生活につ

ながっています。生活で問題を抱え

ていれば仕事にやる気は出ないし、

たとえば、上司との関係がよくな

い。この原因は個人と個人の相性の

善し悪しを超えた問題で、上司が行

う評価に対する不満の場合もある。

個人のパフォーマンスと評価項目が

直結しない仕組みに、原因があるの

かもしれない。また、仕事のやりが

いが見えないとき、その仕事に社会

的な意義を感じられないことが本当

の原因なのかもしれない。あるいは

成長実感が得られないという不満も、

研修制度と会社の戦略の不一致から、

現場で役立つ能力開発システムにな

っていないのかもしれない……。

このように、個人がワークプレイ

スでどのように感じ、動くかは、本

人が意識する、しないにかかわらず、

すべての階層とつながりを持つ。

「すべての階層、すべてのサブシス

テム同士に有機的な連関があって、

個人が動機づけられるとするならば、

人をある一定の行動に動かそうと評

価制度や報酬だけをいじったとして

も、インセンティブとしてパワーを

持たない可能性があると、あらため

て見えてきます」（蔡氏）

仕事がうまくいかなければ、家庭に

持ち込むこともあります」（蔡氏）

東京大学・佐藤博樹氏も同様の指

摘をしている。

「仕事は残業ばかりで育児ができな

い。仕事と家庭のバランスを取れな

いと、マイナスの影響が大きいので

す。かつての男性、新卒、正社員と

いう『仕事がすべて』と考える社員

の管理だけをすればいい時代は終わ

りました。男女にかかわらず、『ラ

イフ』とのバランスを重視し、多様

な欲求を持つ人が増えています。子

育て支援を福利厚生だととらえる企

業が多いですが、社員に意欲的に仕

事に取り組んでもらうことが人材マ

ネジメントの基本だとすれば、ワー

クライフバランスはインセンティブ

の１つと考えるべきでしょう」（佐

藤氏）

ワークプレイスの上にある３つの

階層は、働く個人が意識することは

ないが、現場で起こっているすべて

の事象は、経営理念、組織構造や戦

略、人事制度などから影響を受け、

機能していると蔡氏は考える。

システム全体の齟齬を発見し、
修正するために、必要な視点とは
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その不具合を調整しながら、上の階

層に立ち返ってどこに齟齬が生じて

いるのかを確認する。結局は、シス

テム全体をつぶさに見ることが重要

になります」（蔡氏）

場合によっては、ワークプレイス

で起こっている不具合を確認するう

ちに、それが理念や戦略に影響を与

えることもある。個人ベースの短期

的な業績評価が、うまく機能しない。

評価の仕組みを見直そうとしたら、

その会社のビジネスモデルがチーム

ワークで進めるほうが、より高い成

果を出せることが見えてきた。結果

的に組織構造を見直し、それは

HRMポリシーとして大切にすべき

ことの見直しにもつながった……。

これは単純化した例だが、18ページ

に示したシステムの矢印が双方向に

描かれているのは、このようなこと

が起こりうる可能性があるからだ。

人事はどうしても目先の制度ばか

りに目がいきがちだ。「それが仕事

だから当然のこと」としながらも、

「人事だけでなく、財務は財務、経

営企画は経営企画、というように、

部分最適に腐心する企業は弱い。そ

れぞれの機能が全体最適で考えられ

るならば、競争力のある企業になり

うると思います」（蔡氏）という。

会社を動かしているのは 
システムではなく「人」

経営理念が異なれば戦略も違うし、

そこに影響を受けるHRM施策も異

なる。「このインセンティブシステ

ムが素晴らしい」という理想型はな

く、企業による個別性の高いものだ。

前者について、坂下氏は「社員の

欲求を把握するには、人事が現場に

出ていくしかない。ラインマネジャ

ーと一体になって、社員がどうすれ

ば動機づけられるかを模索すべき

だ」と指摘する。

自社における「生産性の高い人材」

を定義づけるのは、もう少し複雑だ。

「とはいえ、これも組織行動論では

明確に提示されている」（蔡氏）ので、

下記を参考にされたい。

・�自分に任された仕事、役割がしっ

かり果たせる

・�組織の仲間と協働し、自分だけで

なく同僚やチームのパフォーマン

スをも挙げられる

・�変化に速やかに適応し、ストレス

管理をしてパフォーマンスにつな

げられる

・�社内のルールや規範はもちろん社

会的な規範、法令をも遵守する

このようなパフォーマンスの高い

人材を１人でも多く生み出すのに絡

む要因はもちろん、さまざまある。

会社ごとに個人に任せる仕事、役割

は異なるし、組織や業界の再編、

M&Aなど、さらされる変化にも違

いがある。チームワークの進め方や

規模も多様なはずだ。すると、やは

り「正解はない」ということになっ

てしまう。

それぞれの会社で、お互い密接に

絡んでいるさまざまな要因を鑑みな

がら経営システムをインセンティブ

システムと読み替え、「うちの会社

の社員を幸せにし、高いパフォーマ

ンスを挙げる仕組みになっているだ

ろうか」と再確認することに意味が

あるといえるだろう。

当初、インセンティブシステムを

構造化しようとしたとき、経営から

のメッセージが人事制度を貫き、そ

こで働く個人を一定の方向に動かす

というイメージを持っていた。しか

し、それほど人は単純に動かない。

「会社を動かしているのは、システ

ムではなく、現場で活動している

『人』であるということを忘れては

なりません。会社で個人がどんな行

動を取ってほしいのかという経営か

らのメッセージと、それを達成する

ためのHRM施策がどうつながって

いるのかを見るのは重要です。しか

し同時に、毎日の意欲がワークプレ

イスで生み出されているとするなら

ば、その会社で働く人たちの働きが

いや幸せが何によって担保されてい

るかを把握し、それをインセンティ

ブシステムに組み込めるかどうかが、

欠かせないポイントになるでしょ

う」（蔡氏）

これを組織行動論的にいえば「組

織の中で幸せを感じる人と生産性の

高い人を同時に達成できるかがカギ

になる」（蔡氏）ということになる。

「成果主義を導入し、失敗した企業

が多いというならば、そのインセン

ティブシステムの中で働きがいを持

って幸せを感じることができない人

が多かったか、あるいは導入によっ

て生産性が落ちてしまったというこ

とだと考えられます」（蔡氏）

つまり、人事がインセンティブシ

ステムをデザインするとき、あるい

は見直すときには、自社の社員の「幸

せ」の把握と、どんな人材を「生産

性が高い」とするのかという定義づ

けをすべきということだ。
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インセンティブシステムの構造化

から、「ワークプレイス」という個

人に最も大きな影響を与える場の存

在があってこそ、機能することが鮮

明になった。仕組みだけでは、人は

なかなか思うように動いてはくれな

い。ここでは期待する方向に人を動

かすためのHRMの運用という側面か

らインセンティブシステムを考える。

メッセージを出し続け 
愚直に継続していく

コンピュータのシステムを思い浮

かべてほしい。導入した当初は、組

織のニーズに合わせて、可能な限り

完全な状態に近づけたはずである。

しかし、時の経過とともに、「顧客

の状況に合わせて経理処理システム

をこうしたい」といった要望がさま

ざまな部門から出てくる。それを解

決しようと、そのときどきに部分最

適な修正を加えるうちに、「つぎは

ぎ」になって、全体としては使いに

くいシステムになるケースがある。

インセンティブシステムにも、同じ

ようなことがいえるのではないだろ

うか。

長期的に運用する、という視点で

けではない。さらには価値観の多様

化が進み、個人の欲求もさまざまあ

ることを考えれば、すべての人にと

って素晴らしいシステムの構築は極

めて困難、ということになる。

その前提に立ったとき、まずは人

事がそれを包み隠さず社員に宣言で

きるかどうかが重要と西村氏は言う。

「たとえば人が人を評価するときに、

すべての人を公平に間違いなく評価

するのは難しいけれど、いろいろ工

夫をして評価の誤差を最小にしよう

としているといえるか。キャリア支

援制度を入れたとき、全員の希望が

かなうわけではないといえるか。そ

ういえず、結果的に『公平じゃない』

とか『希望なんてかなわない』とい

う現実が見え隠れすると、信頼を失

うことになってしまう。社員の処遇

を管理している人事が信頼されなけ

れば、会社そのものへの信頼も揺ら

いで、その会社で長期にわたって意

欲的に働くという動機づけを失う可

能性もあるのです」（西村氏）

不具合が発生したら 
調整する、という発想で

100％誰もが満足できる完璧なシ

考えたときにはまず、このようにシ

ステム全体が「つぎはぎ」になって

しまってはいないか、あるいは「つ

ぎはぎ」にならないように、人事が

意識し続けなければならない。

「インセンティブシステムの運用は、

ある種の継続に意味があります。経

営の理念やビジョンとつながってい

ることをメッセージし続け、愚直に

そのシステムを回していくことです。

そのプロセスの中で、変化し、齟齬

が起きてしまったことを把握しなけ

れば、届けたいメッセージを届けた

い人に伝えることができず、思うよ

うに動いてくれない、という結果に

なりかねません」と、話すのは、徳

島大学総合科学部社会創生学科准教

授・西村孝史氏だ。継続して愚直に

回す、という運用の原則に立ったと

き、留意すべき点は何か。

「まず、人事が心がけなければなら

ないのは、極論すれば100％誰もが

満足できる完璧なシステムなどあり

えない、という前提です」（西村氏）

インセンティブシステムは、会社

で働く個人に対して構築されるもの

ではあるが、それは個人を集団とし

て見ているのであり、特定の個人向

けにそれぞれカスタマイズできるわ

個人を期待する方向に動かす
有効な運用方法とは

100％誰もが満足できるインセンティブ
システムなどありえない、という前提に立つ
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ステムでないのならば、５年、10年

経過すれば、必ず不満が噴出するし、

また不具合が生じる。「不満や不具

合が起きないようにより完全な作り

込みをするよりは、時間の経過とと

もに起こることをそのときどきで調

整するつもりでスタートするほうが

現実的だ」と西村氏は言う。

これについては、東京大学・佐藤

博樹教授も同様の指摘をする。

「成果主義は、職能主義で膨れ上が

った人件費を圧縮するという意味で

は、1990年代後半には合理的なシス

テムでした。今になって、成果主義

を成功ととらえる企業と失敗ととら

える企業があるとすれば、その違い

は、不具合に気づいたときに柔軟に

修正に対応したかどうかです」

行きすぎた短期的な個人評価によ

って、組織のコミュニケーション不

全につながった、上司が部下を育成

しなくなった、先を見て種を蒔くこ

とをしなくなった……こうした不具

合を解消するために、評価に部下の

育成目標を入れたり、チームによる

業績評価を入れたり、といった対応

によって、一定の成果を出している

企業も出てきている。

究と応用研究という領域があった場

合、前者は成果が出るまで５年、10

年かかる。自分の好きな研究にじっ

くり取り組めるというメリットがあ

る一方、成果が確定しないので評価

が「低め安定」で推移する可能性は

高い。一方、応用研究の場合は商品

開発やマーケティングとの関わりが

深く、１年、２年で成果を求められ

るが、それを本人の頑張り次第で高

い評価につなげていくことも可能だ。

「こうした差に対する不満を軽減す

るために、基礎研究と応用研究をロ

ーテーションさせる仕組みを作る。

仕事の中身を変えることはインセン

ティブになりえます。長期で見れば

全員が概ね公平なインセンティブを

享受していると主張する研究もあり

ますし、後出の味の素の事例でも技

術機能軸からのキャリア管理がそれ

に該当すると思います」（西村氏）

個人にしろ、チームにしろ、業績

を正当に評価や報酬に反映させる、

という思想が一般的な今、ある一定

の期間に受け取る金銭的報酬を、全

員同じにするという圧力は働きにく

い。何らかの方法で公平、公正をで

きるだけ担保したうえで分配するこ

インセンティブの合計を 
全員100に近づける

一方で、100％の社員を満足させ

るシステムの設計は難しいにしても、

「運用次第ではできるだけ多くの人

を満足させることは可能。そのため

にはトータルリワード（報酬の合計）

が皆、等しくなるという発想をすべ

きだ」（西村氏）という。

「トータルリワードは、狭義にはス

トックオプション、成果主義、福利

厚生など金銭的報酬の組み合わせを

指します。しかし、今回のように経

営管理システムの中でもっと広義に

考えることもできます。終身雇用が

なぜ成立したか。年功序列型賃金体

系のもとでは、若い世代は会社への

貢献に対して給与は安く設定される

のが普通です。しかし年を重ねるご

とに、貢献以上に高い給与を得るこ

とが可能でした。長い時間軸では、

その貢献と得る報酬のバランスが取

れるのです。これは、インセンティ

ブシステム全体で見たときにも、同

じことがいえます」（西村氏）

研究開発者を例に取ろう。基礎研

徳島大学総合科学部社会創生学科
准教授

Takashi Nishimura_2001年に立教大
学大学院経済学研究科博士課程前期

（経営学修士）を卒業後、同年日立製
作所に入社し人事部門に勤務。05年
に同社を退職後、一橋大学大学院商学
研究科博士後期課程に入学し、人材マ
ネジメントを専攻。博士（商学）。08
年より現職。最近の主な論文として「企
業内労働市場の分化とその規定要因」

（『日本労働研究雑誌』No.586、 09年、
守島基博氏と共著）などがある。

西村孝史氏
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とになるが、金銭的報酬やポストな

ど原資に限りがある場合、１人が受

け取る報酬を増やせば１人が減って

しまうことは自明だ。

「それを前提とするならば、処遇や

異動に対する意味や内容をきちんと

説明する他にも、原資に限りのある

インセンティブ以外の教育や職務内

容、ひいてはそれによる仕事のやり

がいを含めたインセンティブの配分

を考え、多くの社員の満足感を高め

ていく方法もありえます」（西村氏）

満足度を高めるには 
現場の上司の自由度が重要

そうした広義の「トータルリワー

ド」の発想をインセンティブシステ

ムに持ち込むならば、システム全体

は１つでも、実際には社員一人ひと

りに対する「個別のインセンティブ

マネジメント」が欠かせない。

「人事が個人の研修、異動歴などを

把握しておくことは大前提ですが、

同時に現場のマネジャー、上司が個

人個人をつぶさに観察していなけれ

ばなりません。その上で、異動や職

務の変更も意識しながら、どんなイ

ンセンティブが本人にとって有効か

を知っておくべきです。その意味で

目標管理制度や360度評価はただ単

に目標の共有や管理、気づきの提供

ではなく、実は現場のマネジャーに

部下の観察をしてもらうためのツー

ルなのです」（西村氏）

この点について、坂下氏は私たち

に大きな示唆を与えてくれた。「人

事はHRM施策のデザインは可能だ

が、それを機能させるのはあくまで

れば、同じような志向、経験を持つ

人だけを評価することになりかねま

せん。多様性を競争力に結びつけよ

うとするならば、誰をどのように評

価するのか、その人にどんなインセ

ンティブを与えるのか、ある程度自

由度を持たせることが重要でしょう。

ただし、柔軟な運用と裏腹に客観的

な指標による納得性の確保が損なわ

れる可能性があるので、評価プロセ

スの公正性など、納得性の確保も忘

れてはなりません」（西村氏）

ワークプレイスでの上司との関係

が、インセンティブとして機能しう

るのは前項で述べた。ここに人事が

介入するのは難しいというとらえ方

が一般的だが、介入の１つの方法と

して、逆説的だがこのように現場に

自由度を持たせる、という方法があ

りうる。

さらに西村氏は、「人事が現場の

情報を把握していれば、たとえば配

置替え運用によって、インセンティ

ブを生み出す可能性はある」と言う。

「育成に長けたマネジャーのもとに、

戦略的に若手を集める。社内ネット

ワークが豊富なマネジャーのもとに、

全社的視点が必要で、本人もそれを

志向する人材を配置する。そこで成

長できる、業績を挙げられるという

意識を意図的に作り出すことはでき

るでしょう。近年、こうしたHRM

が職場での関係性に与える影響をソ

ーシャル・キャピタル（社会関係資

本）の観点から研究することが進ん

でいます。異動は、実は職場内の人

間関係に変化を与えることになるの

で、HRMが間接的に関与している

とも考えられるでしょう」（西村氏）

も現場だ」ということだ。東京理科

大学・竹内規彦氏の研究では、「高

業績な企業では、上司と部下の交換

関係が緊密」という結果が出ている

という。

「HRM施策が上司の役割行動を明

確に規定しているときに、強くこの

傾向が出ます。たとえば評価をダイ

レクトに報酬に反映させることを志

向する組織であれば、上司はパフォ

ーマンスレヴュアーとして、部下を

つぶさに観察しようとする。そして、

人材開発を強く志向する組織であれ

ば、上司はコーチの役割を果たしま

す。いずれにしても部下と緊密な接

触を持つために、相互に働きかけを

しなければなりません」（竹内氏）

高業績が生まれる場合、この２者

間には単に経済的な交換関係のみで

はなく、信頼ベースの関係が出来上

がっているケースが多い。

「今後、さらなる調査は必要になり

ますが、信頼ベースの関係が生まれ

ていれば、そこに評価されている実

感、成長している実感、満足感とい

うインセンティブが生まれ、部下の

高いパフォーマンスにつながってい

ると考えられます」（竹内氏）

ラインのマネジャーが現場で個人

と向き合い、欲求とパフォーマンス

を見ながらそれに応じたインセンテ

ィブを配分するためには、「現場で

裁量できる『遊び』をそれぞれの制

度の中にどれだけ作っておけるかに

かかっている」と西村氏は指摘する。

「これは、多様性をどう組織で活か

すのか、という議論にもつながりま

す。評価基準を一律に作って、ガチ

ガチの枠組みの中で運用しようとす
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インセンティブシステムの運用次

第で、それ自体が持つメッセージの

強さが変わる。これも運用において、

忘れてはならない視点だ。

評価によって会社が求める 
人材を印象づける

「その組織における優秀な人を称え

る表彰制度を、インセンティブ制度

の１つとして置いている企業はよく

あります。これはもちろん頑張った

人に対する『ご褒美』として、また、

『社員のあこがれの存在づくり』と

して機能していますが、実はそれに

よって、どんな人が組織から評価さ

れるのかを周知、共有化させること

につながっています。制度を作った

らそれを愚直に実行することの重要

性はここにもありますし、単に褒め

称えるだけでなく、その評価基準を

全員に明らかにすることで期待され

る行動が明確になり、それを実行し

ていこうという高い動機づけにもつ

ながっていくはずです」（西村氏）

たとえば「当社が評価するのは、

『赤い色』の社員です」と明示する。

それによって、社員が赤い色になる

ための行動を取って評価され、報酬

を得ることを目指そうとするし、ま

た赤い色の行動を拒否する社員は自

然に退出していく。つまり、インセ

ンティブシステムは会社の一定の色

合いを作るマネジメントともいえる。

この場合、入口の採用の局面にお

いて「青」の行動が取れる、あるい

は「青」の行動を取ることをハッピ

ーに感じる人材を採用することはも

ちろん、退出マネジメントにも気を

配るべきだと西村氏は言う。

「退職する人の理由を聞けば、組織

の求める人材像と合致していない人

が退職するのかどうかが見えてきま

す。『青』に染めたいのに、現場で

は『青』が推奨されておらず、『青』

の行動を取れる人が辞めてしまって

は意味がない。また誤解してはなら

ないのは、同じ『青』でも紺色のよ

うに濃い『青』から、水色のような

『青』まで多様な『青』があります。

多様性を重視したいのであれば、ス

トライプ状の『青』も認められる必

要があるかもしれません」（西村氏）

こうして見ると、インセンティブ

システムの運用とは、全体視点とし

ては、ある一定のメッセージに沿っ

て、経営システム全体が正しい「色」

を保っているかを確認する色合いの

マネジメントである。その色を保つ

には、同じ色を志向していても、何

に動機づけられればその色をより強

めようとするのか、それぞれ欲求の

異なる個別の社員のインセンティブ

マネジメントが重要だということだ。

組織に属する個人を「社員」の１人

ではなく、「私」という個別の存在

としてとらえる。そうして、ようや

く人は動くのではないか。

しかし、繰り返しになるが、「社

員がどんな色合いでありたいか」を

無視したら、単なる全体主義だ。常

にワークプレイスを観察し、社員の

欲求をとらえて、どんな色合いで全

体を染めることがより有効かを判断

し、メッセージを決めるべきだろう。

「色」を変えるならば納得 
するまで説明と評価を継続

また、ときには組織に違う色を入

れて刺激を与える、組織を変えるこ

とも視野に入れるべきである。ある

種スポット的に投入するインセンテ

ィブが、個人の職務行動を変え、組

織全体に影響を及ぼすことは可能だ。

「ただし、組織を急速に変える局面

においては注意が必要です。これま

で『赤』を評価していたのに、今後

は『青』を評価します、というとき、

『約束が違う』『会社がブレている』

と感じる社員も出てくるでしょう。

その背景や期待する行動を、社員が

納得するまで説明することが欠かせ

ません。そして、本当に『青』の行

動をした人を評価していく。すると、

組織は時間はかかるかもしれません

が、『青』の行動をする人が増えて

いく可能性が高いでしょう。成功す

る組織変革は、『青』の行動をする

少数の異質な存在に改革の旗手をさ

せ、経営者がそれを評価するという

やり方です」（西村氏）

運用によってメッセージを強め、
組織の「色」を強める、変える
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味の素は2009年で創業100年を迎

えた。それにあたって、「グループ

ビジョンを改めて見直し、経営から

のメッセージや戦略と、それを成果

につなげる制度との結びつきを強め

ようと、今取り組んでいるところで

す」と、人事部グローバル人事グル

ープ専任部長・池村治氏は話す。

歴史を振り返ると、創業は1909

年。東京大学の池田菊苗博士が昆布

からグルタミン酸を抽出し、うま味

成分であることを発見した。この特

許を博士と共有し、事業化したのが

初代社長・二代鈴木三郎助氏であっ

た。その後、1917年にはニューヨー

クに事務所を作るなど、早くからグ

ローバル展開に着手した。現在、約

100カ国でうま味調味料「味の素」

を販売、この勢いは止まらない。

果につなげるか。それが４番目の『人

を大切にする』につながってきます」

（池村氏）

「人を大切にする」といっても、単

に「優しくする」といった意味合い

ではない。開拓者精神をもって新し

い価値を創造し、価値を出せる人材

を育てていくために、社員に「一人

ひとりをきちんと見ている」と意思

表示し、努力や成果に対して報いる

ことを宣言したものだというのだ。

人事部、カンパニーの他に 
人事に関わる「育成会」

「一人ひとりをきちんと見る」仕組

み。これは実際には、かなり前から

味の素の組織に「アングラな仕組み」

として存在した。同社の組織は、大

こうした歴史を見ると、同グルー

プが今年発表した、共通の価値観を

示す「味の素グループWay」は非

常に納得感が高いものに思える。「味

の素グループWay」は「新しい価

値の創造」「開拓者精神」「社会への

貢献」「人を大切にする」の４つだ。

「新しい価値の創造」は、創業時、

世界にないものを事業化した誇りが

脈々と受け継がれており、合言葉の

ようになっている「技術立社」とい

う価値観の背景にある。そして、グ

ローバル展開を続けるその意欲は、

「開拓者精神」とつながるものがある。

「『味の素グループWay』は、これ

までずっと当社が大切にし、社員が

みな共有してきた価値観を言葉にし

たものです。これらの価値観をいか

に人材マネジメントに埋め込み、成

100年間の歴史に裏づけられた価値観を実践する
「人を見る」「努力に報いる」ことを強化

味の素

組織構造とキャリア支援制度でメッセージを伝えるCASE 1

このセクションは、経営からのメッセージをインセンティブシステムに乗せ、

社員たちに伝えようとする企業3社をレポートする。

インセンティブシステムを
いかに作り、機能させるか

企業レポート
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きくコーポレート、食品カンパニー、

アミノ酸カンパニー、医薬カンパニ

ーに分かれている。多くの企業では、

本社人事部が一律ですべてを管理し

ているか、場合によってはそれぞれ

ライン人事を置くこともある。しか

し、味の素の場合は少し複雑である。

「『アングラな仕組み』とは、技術

系の人材管理を技術分野ごとに行っ

てきた、社内では『育成会』と呼ば

れる組織です。技術分野は医薬生物、

化学、食品、単離精製、発酵バイオ、

工学の６つ。人事部やカンパニーと

は別に、技術者の採用、配置、育成

を考える組織が、技術分野ごとに６

つあると考えていただくといいかも

しれません」（池村氏）

構造は、右下の図に示した。コー

ポレート、カンパニーに、それぞれ

の技術分野の育成会が縦串を通す形

で、人材管理を支援している。

「誕生は、『技術立社』を標榜する

だけに、技術者たちの中で技術継承

の問題意識を強く持ったのがきっか

けです。すると、どんな人を入れて

いくのか、育成はどうするのか、そ

れを考えると配置も……というよう

に、技術分野ごとに戦略を持って人

をきちんと見ていく必要性を感じた

ようです」（池村氏）

この組織を「アングラ」から引き

上げ、人事部が正式な組織として支

援することになった。「人を見てい

く」ことの重要性から、この育成会

の存在は「あるべき姿」として受け

入れられた。現在では個別に育成会

が行っていた技術分野ごとの個人の

職歴、スキルなどが書かれた名簿づ

くりを人事部が支援している。

同じ分野の技術者が 
長期的な視点で育成を考える

人事部、カンパニー、育成会とい

う３者による技術者の管理は、どの

ように行われているのだろうか。

正式な組織になってから、育成会

には技術分野アドバイザーという、

ポジション的には部門長クラスが

「相談役」として置かれている。そ

こを通じて、採用の人数や必要な人

材の要件は育成会から上がってくる。

昇格も対象者に関する情報、コメン

トを育成会が人事部に提供する。カ

ンパニーには人事部はなく、技術系

の責任者が人材管理の責任を持つ。

人事部　グローバル人事グループ
専任部長

池村 治氏

長期的には、縦串の技術分野ごとの育成会が個人のキャリア
を見ていく。海外転勤や留学、派遣制度の活用も含め、適切
な時期に適切な経験を積ませることが可能だ。

◆ 2軸による技術者の人材管理

出典：味の素資料より
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◆ 事業内容／食品、アミノ酸、医薬
品等の製造・販売 ◆ 本社所在地／東
京都中央区◆ 設立／1925年12月（創
業1909年）◆ 従業員数／2万6869
名（連結、2009年3月31日現在）◆ 
売上高／1兆1904億円（連結、2009
年3月期）

企画・健康事業・その他
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この責任者が育成会の技術分野アド

バイザーに、「今年はこれぐらいの

こんな人数が必要」という異動や配

置の相談をする……。複雑なようだ

が、「この仕組みは合理性が高い」

と池村氏は言う。

「カンパニーは、どうしても短期の

成果を追求する傾向があり、また人

も変わるので本当に人をキャリアの

視点から見続けるのは難しい。育成

会は技術分野が同じ人が長期で見て

『伸びている』とか『そろそろ別の

仕事に配置替えしたほうがいい』と

いったアドバイスができるのです」

（池村氏）

1年間、自らの研究に没頭 
できる「インセンティブ」

このように人を見ながらじっくり

技術者を育てる一方、技術者たちの

意欲を喚起する仕組みも2001年か

らスタートしている。当初はスーパ

ースペシャリスト制度という呼称だ

ったが、ACP（Ajinomoto Certified 

Professional）と現在は名前を変えた。

「技術者が自ら研究したいテーマを

設定し、組織から推薦され、プレゼ

ンテーションし、認定・評価委員会

で認定されれば、１〜３年間、予算

と場合によっては部下もついて研究

に没頭できる制度です」（池村氏）

右上の図は同社の基本的な昇格と

ACPの制度の関係を表したものだ。

昇格は一般職（メンバー）→基幹職

（管理職およびそれと同等の職位）

→GEM（事業部長およびそれと同

等の職位）→役員とつながっていく。

この仕組みの中では、マネジメント

先に自らのキャリアが見える、とい

うインセンティブがこの制度の中に

は見えてくる。

しかし事務系社員が半数を占める

同社で「技術系ばかり厚遇している」

という事務系社員からの不満は出て

こないのだろうか。「個人的な感覚」

と前置きをしたうえで、不満が出て

こない２つの理由を挙げてくれた。

「１つはもともとの人事制度がマネ

ジメントを重視する傾向があり、ま

た事業部長や役員になっていくのは、

どうしても事務系のほうが数が多い

のです。それを育成会やACPを中

心としたプロフェッショナル制度で

補完した、という見え方だからだと

思います」（池村氏）

もう１つの理由は、同社が持つ「技

術立社」という価値観に由来するの

ではないか、と池村氏は分析する。

「『技術立社』というからにはそれ

を支える技術者の育成や評価をきち

んとすべき。そんな考え方が社員に

共有されているのでしょう」（池村氏）

を志向しない技術者がモチベーショ

ンを保ちにくい。とはいえ以前導入

した専門職制度は、結局はマネジメ

ントに携わらなければならなかった

りと、形骸化しがちだった。そんな

流れの中、ACPという、期間限定で

はあるが、技術者が自身の研究に没

頭し、成果を促す制度は誕生した。

当初は基幹職向けに作った制度だっ

たが、一般職にまでそれを広げた。

「自分はこの技術で生きていくんだ、

と決めた人にとっては、目指すもの

ができたようです」（池村氏）

「技術立社」という価値観の 
中で技術者支援は当たり前

期間を終えると、一般職や基幹職

に戻っていくが、キャリアパスに

GEPという事業部長と同等の職位

が、そして、その先には役員待遇の

理事というポジションもある。短期

で研究に没頭するというインセンテ

ィブだけでなく、味の素で長く働く

GEM、GEPの上には、それぞれ役員、
理事というポジションが続く。技術者と
して研究を極めたとしても、将来的な見
通しが立つ制度となっている。

◆ プロフェッショナル制度

出典：味の素資料より

GEM GEP
（Group Executive Professional）

基幹職Ⅰより認定。
将来の理事候補。
年俸制、現在7名

基幹職Ⅰ

基幹職Ⅱ

基幹職ACP
（Ajinomoto Certified 

Professional）

テーマ、能力により年限を設
定して認定。15％のインセ
ンティブを支給。成果の創出
により、さらにインセンティ
ブを追加する。現在6名

一般職ACP
（Ajinomoto Certified 

Professional）

CB

MⅠ LⅠ

MⅡ LⅡ

MⅢ

基幹職ACPと制度は基本
的に同様。裁量労働制。
現在8名

認定

認定

＊GEM：Group Executive Manager（将来の役員
候補）、CB：Challenge Box（管理職になりたいか
を意思表示するポスト）、M：特定職、L：総合職
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味の素のインセンティブシステムをこう見る

技術という視点で一貫性が取れたインセンティブシステム

味の素の技術系人材の育成施策

の特徴は、HRM施策から見た場

合、ここまで見てきたように、育

成会による技術系人材のキャリア

管理とACPと呼ばれるプロフェ

ッショナル制度の2つである。一

見すると、この2つの施策は他の

企業が導入している類似の施策と

あまり大差がないように思うかも

しれない。しかし、これらの2つ

の施策がうまく機能するために、

3つの注目すべき点がある。　

1つは、3つの次元による技術

系人材の管理である。3つの次元

のうち2つは育成会で用いられて

いる技術機能軸と事業・コーポレ

ート機能軸である。第3の次元は、

研究開発活動のプロセス面から見

た管理である。研究開発活動も一

般的な企業活動と同様、基礎研究

から応用研究、あるいは生産開発

などのようにバリューチェーンを

構成している。インタビューの中

で池村氏はさらりと、「こうした

バリューチェーン間の異動はよく

あります」と述べていたが、職場

の上司や育成会が技術系人材を3

つの視点から常に見ているという

ことが2つの施策が機能するため

に重要であると指摘することがで

きよう。

長期的なスパンで 

技術系人材のキャリアを見る

第2に、育成会という組織を担

保している技術分野アドバイザー

への信頼と納得性の高さが考えら

れる。一般的に見れば、育成会の

組織構造は、いわゆるマトリック

ス型の管理形態である。経営学の

教科書では2人のボスが存在する

ので、意思決定が混乱すると指摘

される。だが、同社は、2人の育

成責任者のうち、どちらかと言え

ば、技術機能軸に重きを置いてい

る。それは事業がそのときどきの

景気の影響を受けやすいのに対し

て、技術はより長期的なスパンで

考える必要があるからであり、情

報を蓄積して管理することのメリ

ットが得やすいからであろう。

また、技術分野アドバイザーの

存在が技術系人材の納得性に大き

く関与している可能性がある。そ

の技術分野を俯瞰できる人物によ

る評価であれば、技術系人材とし

ても納得性を得やすく、自分のキ

ャリアがアドホックではなく、育

成会で見られているという意識は

本人のやる気に大きく影響を与え

るに違いない。

第3に、ACPの意味をきちんと

社内で伝えていることである。

ACPの伝え方を一歩間違えれば、

ラインマネジメント職になれない

人の不満解消のための施策である

と受け取られ、負の作用を及ぼし

かねないが、いい意味で昇進や昇

格の資格要件などと結びつけずに、

純粋に技術系人材がやりたいテー

マができるのは、リテンション施

策として有力であるし、「技術立

社」とも整合的である。

こうして見ると、味の素の技術

系人材の人材管理は、図のように

育成会という組織を中心に、技術

という視点で一貫性が取れたイン

センティブシステムを提供してい

る企業であるといえる。

徳島大学　准教授西村孝史氏

理念・
ビジョン

技術立社

◆ 味の素のインセンティブシステム

組織
育成会による
技術系人材の
キャリア把握

現場での
ローテーション

職場

HRM施策
<HRM>　ACP　

やりたい研究へのインセンティブ付与

該当期間中は処遇が上が
り、成果に応じて支給額
が増える可能性はある
が、昇進とリンクせず

人材管理の
サポート

情報提供
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2005年、博報堂では若手人材から

プロに至るまでの、育成、報酬の仕

組みを大きく変えた。その軸をなす

のが「多段階キャリア選択制度」で

ある。詳細は後述するが、新卒で入

社後、10年程度を明確にプロとして

の確立を目指す育成・挑戦期間とし

て定め、ジョブローテーションによ

って概ね３年ごとに２度の職務内容

を見直すことによって、多様なプロ

を育てていこうとする制度だ。この

育成・挑戦期間を「アソシエイトロ

ソリューションの提供を目指してい

ます。ですから従来以上に多様な提

案ができる人材でなければプロと呼

べませんし、単一の専門性だけでは

通用しにくくなっている。そこで、

若いうちに多様な業務領域を経験さ

せる制度へと転換を図ったのです」

もともと、同社では「人が資産」

という言葉が社員の間で共有されて

いる。同社のサービスは、人の能力

の発揮によって紡ぎ出される。そん

な意識を全員が持つ。さらに「粒揃

いより粒違い」という多様性を大事

にする風土のもと、人とは違うオリ

ジナリティを持とうとする意欲も醸

成されてきた。そんな中、かつては

入社した配属先でずっと専門性を積

むというキャリア形成が常識だった

広告会社にあって、1994年から既

に、入社５年目に１度、大きなキャ

リア転換を経験させる「第二配属制

度」を導入していた。これが現在の

制度の基礎となっている。

「現行の多段階キャリア選択制度で

は、育成期間を終えるまでに原則と

して３つの職務を経験します。複数

の職種を経験する人もいれば、同じ

職種の中で担当する職務を替える人

もいます。また、たとえば大規模な

クライアントで１つの領域を担当し

ール」と呼び、その後「プロフェッ

ショナルロール」への選抜がある。

この制度を導入した背景について、

人事局人事部マネジメントプラニン

グディレクター・上原直人氏は、「広

告業界の事業環境の変化に対応する

ため」と話す。

情報接点が多様化し、 
単一のプロでは通用しない

「かつて広告といえば、テレビ、新

聞といったマス広告がほとんど。し

かし、ここへきてIT化や生活様式

の変化によって、人々が１日で接触

する情報やメディアが格段に多様化

しました。その中で私たちは、いか

にクライアントの商品・サービスを

有効にメッセージしていくかという

「人が資産」。事業環境の変化に対応するため
タテ・ヨコ・ナナメから若手を育てる仕組みを導入

博報堂

キャリア開発支援でメッセージを伝えるCASE 2

人事局　人事部
マネジメントプラニングディレクター

上原直人氏

◆ 事業内容／ブランディング、メディ
アサービス、コンテンツ事業、プロモ
ーション事業など◆ 本社所在地／東
京都港区◆ 設立／1924年2月（創業
1895年）◆ 従業員数／3151名（2009
年6月1日現在）◆ 売上高／7763億
5400万円（連結、2009年3月期）

人材開発戦略室室長代理兼
キャリア開発部長

田沼泰輔氏
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てきた人が、中規模のクライアント

の担当となって全領域を担当する、

というケースもあります。大切にし

ているのは、多様なパターンのプロ

を育てること。本人の希望や能力を

見て、それぞれに合ったキャリア形

成を目指しています」（上原氏）

育成視点と実際の配置の 
機能を明確に分ける

この制度の運用を見ると、あくま

で「個別管理」を貫く。同社には人

事部の他、社員のキャリア形成を担

う専門の部署、キャリア開発部があ

る。これは同様に2005年に開校した

社内の人材育成機関、「博報堂大学」

の中の一部署として位置づけられる。

「個人の配置、評価、報酬の決定を

担うのが人事部、教育の視点でキャ

リアを専門に見るのがキャリア開発

部。このように機能を分けたことは、

育成を徹底的にやる、というメッセ

ージになっていると思います」

と、人材開発戦略室室長代理兼キ

ャリア開発部長・田沼泰輔氏はいう。

そうした組織体制のもと、「個別管

理」はどのようになされているのだ

ろうか。両氏の説明はこうだ。新卒

入社後３年目からキャリアプラニン

グシートを、全員が毎年記入する。

どんな経験をし、どんな能力を身に

つけたかを棚卸しして、それをもと

に今後どんなキャリアを歩んでいき

たいかを見つめ直す。さらに多段階

キャリア選択制度で異動となる対象

の年度には、異動のプランを考える

シートが加わる。これらをもとに直

属の上長である部署長はもちろん、

その上の部門長、さらには必要に応

じて部門内に１人ずつ置かれた能力

開発推進責任者も面談し、それぞれ

がキャリア形成の視点で見た異動の

可能性をレポートする。「キャリア

開発部では、このレポートに目を通

し、必要があれば本人と面談するこ

ともあるが、これによって個人の職

務内容、経験、能力、志向に関する情

報がリッチになる」（田沼氏）という。

その後、あくまで「その人にとっ

てふさわしい育成」という視点で今、

異動させるべきか、異動するならど

んな部署、仕事かを、本人の希望も

踏まえてキャリア開発部と人事部で

共有する。人事部では「それら育成

プランをできるだけ実現すべく、戦

略の要請、部署のニーズも踏まえて

配置する」（上原氏）という仕組みだ。

異動希望をかなえる制度ではない、

という点は社員に何度も繰り返しア

ナウンスされ、徹底しているという。

異動を視野に入れ、若手も 
組織も計画性を持つ

導入時には、多少の混乱もあった。

「説明会は若手だけでなく、現場の

マネジャー向けにも何度も開催して

います。しかし、せっかく育てた人

材を異動させてしまうのはキツイと

いう声も多くありました」（上原氏）

毎年10月にこの制度で70人から

80人が異動する。ここには職種変更

を伴う異動者も含むので、彼らが成

果を出せるまでの数カ月間、会社と

しては大きな戦力ダウンになる可能

性がある。「なぜ、あえて」という

声があるのも事実だ。

「代わりに他の部署から違った経験

を持つ人材が入ってくること、会社

全体が人材育成に責任を持ち、強い

組織を作るべきだと、繰り返し発信

することで現場の意識も変わってき

ました。若手が自身のキャリアを自

身で考える意識を持つだけでなく、

組織としてもその人を３年間でどう

育成するのか、また、異動も視野に

入れて組織をどう回していくのか、

計画的に考えるようになったという

効果も出つつあります」（上原氏）

多段階キャリア選択制度の導入は

人事制度全体の改定に伴うものであ

る。同社では2000年以降、社員全員

を対象に、職務の大きさと連動した

年俸制を導入していた。

「その方法だと、早く成果を出して

職務を大きくすれば報酬が上がるの

で、同じ領域を深掘りするという短

期の成果志向のドライブがかかり、

新しいことに挑戦する志向が弱まる

傾向も見られました」（上原氏）

その弊害を解消するため、05年に

導入した人事制度では、アソシエイ

トロールの年俸が職能によって決ま

るように変更した。職能であれば短

期的な成果だけでは差がつかない。

これは「新しい領域に安心してチャ

レンジしてほしいというメッセー

ジ」（上原氏）だという。

多様な仕事を経験できる、新しい

ことに取り組める……数々のメリッ

トが若手人材に感じられる制度だが、

彼らにとって大きなインセンティブ

は、個人のキャリアと育成を、会社

が、上司が、人事やキャリア開発部

がさまざまな視点から考えてくれて

いるという安心感ではないか。
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博報堂のインセンティブシステムをこう見る

若手にキャリアを考えさせる場づくりと支援体制を整備

博報堂が若手社員に実践してい

る「多段階キャリア選択制度」の

ポイントは、「会社の論理と本人

の意思」のマッチングにある。そ

れは、①自分のキャリアをキャリ

ア開発部だけでなく、多くの人が

見ているということを、制度と行

動を通じてきちんと従業員にメッ

セージとして伝えていること、②

異動による本人の不利益が生じに

くいように多段階キャリア選択制

度の対象層には、短期的な成果だ

けでは差がつきづらい職能主義を

導入することで異動のしやすさを

確保していること、③育成のただ

乗りを抑制する仕組みが職場に埋

め込まれていること、の３つによ

り成り立っている。

まず、①の育成と配置を明確に

分けたというのは、本人のキャリ

アを意識した人材育成に力を注い

でいるというメッセージの発信に

なる。これを裏づけるように上司

やキャリア開発部だけでなく、能

力開発推進責任者も責任を負うこ

とから、従業員から見れば「自分

のことを見てくれている人がい

る」ということを実感することに

なる。これがもし上司だけなら「上

司が自分の業績を落とさないため

に私を囲い込んでいるのかもしれ

ない」と疑う可能性もある。

新しい職場への挑戦を促す 

給与体系を導入

次に②については、まったく違

う職場に異動するためには、短期

的な成果だけでは差がつきづらい

職能主義のほうが適している。こ

れは多くの日本企業の職能資格制

度のもとでのジョブローテーショ

ンと同様だ。特に20代から30代

前半は仕事だけでなく、ライフサ

イクルイベントも多く、収入面が

安定的であることは異動を積極的

に考え、受容する下地になる。

最後の③は、「ただ乗り」の抑

制効果である。自分のキャリアを

構築するうえで、計画的に育成に

取り組む部署には意欲の高い従業

員が集まるだろう。反対に、自ら

の部署では人材を育成せずに、他

の部署で育てた人材を活用する

「ただ乗り」部署には、自分の成

長が期待できないために敬遠され

て人が集まらない仕組みとして機

能している可能性がある。

同社では「粒揃いより粒違い」

という言葉を大事にしている。逆

説的だが粒の違いを出すためには、

他の人と共有する部分を理解でき

なければ違いを発揮することがで

きない。若い段階での複数職場の

経験は、博報堂に底流する考え方

や仕事の仕方など、社員として共

有しておきたいものを認識する役

割を担っていると考えられる。

このように考えると図で示した

ように、同社の若手従業員にはさ

まざまな「まなざし」が向けられ

ており、「早く一人前として専門

性を身につけたい」とやや焦りが

ちな彼らにじっくりとキャリアを

考えさせる場づくりと支援体制を

整えており、キャリア形成に対し

て一貫性のあるメッセージを発信

しているといえるだろう。

徳島大学　准教授西村孝史氏

理念・
ビジョン

◆ 博報堂のインセンティブシステム

職場

HRM施策
チャレンジ意識の醸成

本人

部下の育成、後継者
育成への意識醸成

人が資産　粒揃より粒違い

組織
各人の育成プランを共有

人事局

多段階キャリア
選択制度

キャリアを
考える機会

上司 能力開発推進責任者

博報堂大学
キャリア開発部

短期的な成果だけ
では差がつきづらい

職能主義  （若手従業員）
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社員が仕事にコミットする仕掛けづくりでメッセージを伝えるCASE 3

Text = 入倉由理子（33〜34ページ）　　Photo = 刑部友康

ITコンサルティングサービス企

業として急成長を遂げてきたフュー

チャーアーキテクトは、クライアン

トに成功をもたらすことを経営ミッ

ションとして掲げている。それには、

高付加価値のサービスを提供できる

人材の育成と確保が最重要だと考え

ている。

その具体的な人材像に言及するに

あたり、取締役執行役員経営企画本

部長・山本真士氏は「求められる人

材の本質的要件は、どの会社も変わ

らないはず」と言いながら、同社の

IDカードの裏側を見せてくれた。

そこには挑戦、リーダーシップ、清

廉、プロフェッショナル、他者への

配慮、自主自律、情熱、創意工夫な

ど、同社が大切にする数々の言葉が

並んでいた。

選挙による「疑似役員」制度 
で経営コミットを促す

「高付加価値を出せる人材とは、つ

まり、自主的に情熱をもって仕事に

コミットし、ゴールに向かってチャ

レンジできる人材を指します。そん

な人材を作っていくために、業務外

も含めてさまざまな仕掛けを作って

います」（山本氏）

は立候補者が少ない場合もあります

が、歴代のメンバーは皆、他では得

難い経験と、大きな成長を実感でき

ているようです」（山本氏）

個人の自意識に訴え、 
コミットを引き出す

また、個人が担当する仕事に対す

るコミットを促す、という意味では、

「自己評価プレゼン」「ベストプロジ

ェクト・オブ・ザ・イヤー」という

仕組みを運用している。

その特徴的な仕組みの１つが「フ

ューチャーヤングエグゼクティブボ

ード」（以下、FYEB）である。こ

れはコンサルタント、シニアコンサル

タント、マネジャーなど各ランクか

ら選挙によって選ばれた社員十数名

が、「疑似役員」として１年間活動

する制度だ。経営会議に出席して意

見したり、役員に帯同してクライア

ント訪問したり、I R 活動をしたり

と、その活動の幅は広い。また、代

表取締役CEO・金丸恭文氏、COO・

安延申氏と20数回にわたって直接、

意見交換ができる場も持てる。

「金丸の発案で、2001年にスタート

しました。会社を力強く成長させて

いくには、創業者、経営者と考え方

を共有できるメンバーを増やすこと

が重要、というのがその背景にあり

ます」（山本氏）

同時に「FYEBメンバーを選挙で

選ぶ」というのも、この制度の欠か

せないポイントだという。「選抜」

ではなく、やる気のある人がコミッ

トしてやるべき、という思想がそこ

に貫かれている。

「制度のアナウンスにおいても、『手

を挙げて頑張る人を評価する』と明

言しています。実際、通常の業務と

の両立はハードなので、年によって

高付加価値を生み出す人材を育成、支援するために
自主的に経営へのコミットや組織への貢献を促す

フューチャーアーキテクト

取締役執行役員
経営企画本部長

山本真士氏

◆ 事業内容／ITコンサルティングサー
ビス◆ 本社所在地／東京都品川区◆ 
設立／1989年11月◆ 従業員数／
1263名（連結、2008年12月31日現
在）◆ 売上高／281億7400万円（2008
年12月期）
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「自己評価プレゼン」は毎年、約２

カ月間かけて、社員全員が今年１年

頑張ったこと、成果、反省などをプ

レゼンテーションする制度。プレゼ

ンテーションには、評価者に限らず

上司や同僚など誰でも参加し、コメ

ントすることができる。さらに、全

員のプレゼンが終了後は、各ランク

から２名程度、「この人が頑張った」

という人を選出し、全社員の前で決

勝戦を行う。

「自己評価プレゼンは、全社に対し

て自らの実績と新たなコミットを

『公に宣言する』仕組みです。全社

にプレゼンをすることで、コミット

メントマインドの醸成を促していま

す」（山本氏）

一方、「ベストプロジェクト・オブ・

ザ・イヤー」は、チーム同士が１年

間の成果を競い、その年に最も会社

に貢献したプロジェクトを表彰する

制度だ。約50のチームが毎年エント

リーし、社員投票による予選を経て、

10数チームが本戦に出場する。プレ

ゼンテーション方式は自由で、役員

ほか、全社員による投票方式で優勝

から入賞までを決定する。入賞チー

ムには相応の賞金が授与されるなど、

目に見えるインセンティブもある。

「これは、結果を出した人は皆で褒

め称えるという文化を、全員で投票

することによって醸成し、強化した

い、という思いがあるからです」（山

本氏）

会社が大事にする他者への配慮、

つまり、チームワークを大切にして

いくことを支援する仕組みだともい

えるだろう。

代々引き継がれていく 
ボランタリー組織

こうしたチームワークを大切にす

る風土を支える、業務外の「仕掛け」

もある。現在は「ECHO」という名

称のボランタリー組織の存在だ。「現

在は」と但し書きをつけたのは、こ

の組織は初代の「LOVE」に始まり、

活動目的は同じまま、メンバーと名

称を変えて引き継がれてきたからで

ある。

「主な活動は、会社の朝礼や新人歓

迎会、その他社内のパーティなどの

運営です。2000年当時、それまでの

朝礼に対し、ある若手が『つまらな

い』と意見を述べたのがきっかけで

す。『それなら、あなたが企画しな

さい』という話になって、意見した

本人が仲間を集め、ボランティアと

して活動を開始したのです」（山本氏）

毎週、曜日を決めて早朝から運営

ミーティングをしたり週末返上で企

画準備するなど、活動はそれなりに

時間的負担があり、労力もばかにな

らない。しかし、担当メンバーが変

わっても組織として継続する理由は、

「CEOやCOOの声を生で聞けて面白

いと口コミで伝わっていることが大

きいでしょう。評価に直接つながる

わけでも、報酬がオンされるわけで

もない。さまざまな仕掛けが奏功し

て、『自分ができることの中で会社

に貢献したい』という欲求が、社員

の多くに醸成されているのでしょ

う」（山本氏）

そして、会社もこうした社員の貢

献に応えている。

貢献に対して福利厚生や 
教育で会社が応える

積極的な育児支援やオフィス環境

の整備など、社員を「家族」として

とらえたサービスを充実させ、一体

感のある組織づくりを目指す。

また、「学びたい」という意欲を

支援するために、新人からシニア層

まで、多様な研修プログラムを用意

する。今年はトライアルとして、ア

メリカのマサチューセッツ工科大学

に研修生を出すなど、さらなる進化・

充実も図っている。

これらがすべて一体となって、同

社のインセンティブシステムは設計

され、機能しているといえるだろう。

読者諸氏も山本氏の「経営企画本

部長」という役職を見て、「なぜ人

事についてを語っているのか」と疑

問に思ったのではないだろうか。同

社では、どんな人を必要としてどん

な評価をするのかなど、人事戦略を

立てるのは経営企画本部、運用は人

財本部という棲み分けができている。

「経営戦略の先にあるのが人事戦略

です。当社は人が高付加価値を生み

出す経営モデルですから、経営企画

本部が人事戦略を担うのは、至極当

然のことなのです」（山本氏）とい

う言葉に、同社の社員に対する思想

が表れている。

加えていうなら、山本氏はFYEB

の担当役員であると同時に、ボラン

タリー組織「ECHO」の担当役員で

もある。仕事に、会社にコミットを

促すという意味では、どちらも同じ

領域に属するのだろう。
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インセンティブシステムをいかに作り、機能させるか S E C T I O N 3
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フューチャーアーキテクトのインセンティブシステムをこう見る

コミットを促し、理念型モチベーションを高める

フューチャーアーキテクトがユ

ニークなのは、既述の諸施策の多

くが、さまざまな組織活動への参

加を通じて従業員のコミットメン

トややる気を引き出すために存在

しているという点である。

その背後には、自律的に、ある

いは能動的に活動できる従業員を

育成したいという意図が明確にあ

る。同社は、こうした従業員が、

顧客に高付加価値のサービスを提

供することができると考えている。

同社の仕掛けがうまく機能して

いるのは、3つの理由があると考

えられる。

1つは、経営者自身が率先垂範

して各種のイベントに参加するこ

とで、経営者の行動がある種のメ

ッセージ性を帯びているというこ

とである。第2に、従業員がさま

ざまな形で組織的な活動に参加す

ることで経営者との距離を縮め、

CEOやCOOと直接やり取りをし

ながら会社の考え方を理解してい

る点である。第3に、徹底した情

報公開と理念浸透のための啓蒙活

動がある。

同社では、CEOやCOOが各種

の施策の会議に、積極的に出席し

ているという。経営者自身が会議

に出席して発表に耳を傾けるとい

うのは、従業員から見れば、会社

が本当にそうしたイベントを大切

にしているのか否かを判断できる

試金石である。

経営者の動きを間近で見て 

自らの仕事を内省する

また、「ECHO」に代表される

ボランタリーな活動や擬似役員の

制度（FYEB）も処遇と結びつい

ていないうえに、決して気楽な役

割ではない。それでも多くの社員

がこうした活動に参加したいと挙

手するのは、経営者の考えを直接

聞く機会が増え、納得感を持って

仕事に取り組めることや、経営層

の仕事のやり方をつぶさに見るこ

とで、自分の仕事を内省し、進化

させる機会にもなっているからで

あろう。

さらに同社では、情報公開も進

んでいる。経営会議は原則、誰で

も参加が可能であり、その内容は

社内のイントラネットで閲覧する

ことができる。またCEOやCOO

の言葉は冊子にまとめられている

ほか、朝礼などで聞く機会もあり、

同社の考え方を従業員に徹底して

浸透させようとしている。

以上のことから、同社は、顧客

に高い付加価値を生み出すために、

従業員のコミットメント醸成や自

ら進んで行動する従業員育成に力

を注いでおり、神戸大学・坂下教

授の言葉を借りれば「理念型モチ

ベーション」を高めるためのイン

センティブシステムを有している

といえる。

図で示したように各種の施策が

ただ単に労をねぎらうだけの効果

だけでなく、従業員が「投票する」

ことの意味は、社内でどのような

人物やプロジェクトが評価される

のか、毎回コンセンサスの確認作

業をすることで納得性を高めてい

るとも考えることができるだろう。

徳島大学　准教授西村孝史氏

理念・
ビジョン

◆ フューチャーアーキテクトのインセンティブシステム

職場

HRM施策

誰でも聞くことが
できる＝透明性

組織 FYEB
（疑似役員制度）

ECHO
（ボランタリー組織）

投票による基準の
明確化と確認

ベストプロジェクト・オブ・ザ・イヤー
自己評価プレゼン

高付加価値のサービス提供

理念の伝道者としてのCEO・COO

会社に対する
コミットメント

考え方を
学ぶ
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「私」の感じ方と行動に注目し
「我が社型」のエネルギー総量を上げる
それがインセンティブシステムの根幹である
小山智通 本誌編集長

まとめ

を「個々人の意思決定や行動を変化

させるような誘因」と広く位置づけ

取材をスタートした。まとめは取材

を通じて私自身が感じ取ったキーワ

ードを中心にお伝えしたい。

相互に影響を及ぼし合う要素
から構成されるシステム

SECTION１では、インセンティ

ブシステム自体について振り返るこ

とからスタートしている。見えてき

たことは一つひとつの要素が相互に

影響を及ぼし合い、微妙な関係性に

よりスムーズに動いたり、軋み合っ

たりする姿である。

ンセンティブシステム」とした。

「私」に込めた意味
個人がどう感じるかが重要

従業員一人ひとりが経営システム

全体をどのように感じ認知している

のかによって、企業のエネルギー総

量には、大きな差が生まれると思わ

れる。　

だとすれば、「人を動かす」こと

が前提のシステムに対して、「私」、

即ち個々人がどのように感じている

のかが重要になる。これがタイトル

に込めた思いである。

一方、本特集ではインセンティブ

経営システム自体のさまざまな変

革を余儀なくされたこの10数年。そ

れぞれのシステムは、そのときどき

目的を達成するために最善の仕組み

化が図られてきたはずである。にも

かかわらず、「どうもうまく仕組み

全体が回っていない」といった声が、

現場から聞こえてくることがある。

一つひとつの仕組みの精度ではな

く全体の関係性の中で歪みが出てい

るのではないか。この疑問からスタ

ートしたのが今回の特集である。

実は、当初の仮タイトルは「人を

動かすインセンティブシステム」だ

った。編集部内で議論を重ねた結果、

最終タイトルは「『私』を動かすイ
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「現場での裁量は何か」を意図して

決めることが重要なのである。

精緻な整合性は、予期せぬ事態へ

の対応不能だけでなく、創造性を欠

如させる要因にもつながりかねない。

「求心力」と「遠心力」の
バランスが強い組織を作る

インセンティブシステムというと

どうしても「求心力」を高めるとい

う目的をイメージすることが多い。

一方で「私」がエネルギーを持つと

いうことは「遠心力」が働いている

状態であることを忘れてはならない。

「求心力」を生むものが「本質的結

合」だとすれば、意図された「遊び

の部分の創出」こそが「遠心力」を

担保するものだともいえる。

最後に追求すべきは「我が社型」

であることを忘れてはならない。最

善の答えは企業固有のものであるこ

とに疑いはない。これからの時代を

勝ち抜いていく意味でも、今回の特

集が各社でさまざまな場面での一助

になれば、幸いである。

れてきていることがわかる。企業の

あるべき姿を前提とした要素間の

「本質的結合」が行われていること

が重要なのだ。

一方で、運用時点では「遊び部分

の創出」が意識されていることに注

目したい。

少し話は脱線するが機械工学の世

界では「遊び」は機械装置の設計段

階で組み込まれる安全装置の一種と

して取り入れられている。人間が意

識して行っている挙動の他に、無意

識ないし予期しない動作を絶えず行

っていることによるものである。具

体的には自動車のハンドルやブレー

キなどがその通俗的事例として挙げ

られることが多い。製品としての安

全性以外でも、生産段階で一度きつ

く締めたネジを若干緩めることが完

成品の安定と強固さをもたらすとい

うことを聞いたことがある。

制度自体も、相互間の整合性のみ

を追求するあまり、細かな設計をし

すぎることからくる弊害を認識する

必要がある。「本質的結合」を念頭

に置きながら、「何を決めないのか」

SECTION２では、相互に影響を

及ぼし合う要素の関係性を構造化す

ることを試みた。さまざまな要素が、

垂直的な階層と水平的な関係性の中

で、幾重にも折り重なって企業は動

いていく。個人である「私」は働い

ている場（ワークプレイス）におい

て、折り重なった情報を自らの感性

で、自分なりに認知していく。

仕組み自体の評価もさることなが

ら、誰がどの場面でどのように伝え

ているのかといったような、運用に

よって認知は大きく変化する。

ではどのようにすれば、複雑に絡

み合ったシステムがスムーズに動き

個人のエネルギーを最大に創出させ

ることができるのか。取材から見え

たキーワードは、「本質的な結合」

と「遊び部分の創出」である。

要素間の「本質的な結合」と機能さ
せるための「遊び部分の創出」

SECTION３での事例を見ると、

企業のあるべき姿を前提に、従来の

要素間の歪みに対して、変革が行わ




